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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 （百万円） 28,968 29,708 27,593 31,722 35,613

経常利益 （百万円） 1,323 1,258 923 1,379 1,579

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 938 1,290 81 978 1,047

包括利益 （百万円） 833 1,119 292 877 1,238

純資産額 （百万円） 20,307 21,112 20,816 21,621 22,562

総資産額 （百万円） 35,970 35,491 37,266 48,164 58,514

１株当たり純資産額 （円） 2,161.79 2,243.28 1,131.09 1,174.79 1,226.10

１株当たり当期純利益 （円） 100.00 137.23 4.43 53.17 56.94

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 99.90 － － － 56.91

自己資本比率 （％） 56.4 59.5 55.8 44.9 38.6

自己資本利益率 （％） 4.7 6.2 0.4 4.6 4.7

株価収益率 （倍） 11.1 7.9 102.7 9.1 13.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,757 1,697 △2,149 2,717 1,675

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,492 1,817 △2,195 △5,367 △7,983

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,371 △2,515 1,898 8,981 6,241

現金及び現金同等物

の期末残高
（百万円） 6,556 7,554 5,108 11,440 11,374

従業員数
(人)

389 447 427 467 614

(外、平均臨時雇用者数) (1,074) (1,029) (746) (768) (850)

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第42期から第44期においては希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を前連結会計年度の期首から

適用しており、2019年３月期より当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。

３．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い第

43期（2021年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。

４．㈱味工房スイセンの不動産賃貸サービスにつきましては、第44期において「売上高」及び「売上原価」に

含めて表示しておりましたが、2022年３月31日付けで不動産賃貸サービスを㈱スイセンプロパティへ集約

したため、金額の重要性が乏しくなり、第45期より「受取賃貸料」、「販売費及び一般管理費」及び「賃

貸費用」へと表示方法を変更いたしました。この表示方法の変更を反映させるため、第44期の連結財務諸

表の組替えを行っております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 （百万円） 18,532 17,675 16,496 9,326 859

経常利益 （百万円） 1,012 650 988 483 297

当期純利益 （百万円） 525 220 862 679 345

資本金 （百万円） 4,036 4,036 4,036 4,036 4,036

発行済株式総数 （千株） 11,025 11,025 22,050 22,050 22,050

純資産額 （百万円） 10,122 9,855 10,336 10,836 11,071

総資産額 （百万円） 17,640 16,592 17,217 12,982 17,538

１株当たり純資産額 （円） 1,076.17 1,046.09 560.99 588.15 601.09

１株当たり配当額
（円）

35.00 55.00 － 15.00 18.00

(内１株当たり中間配当額) (17.00) (17.00) (－) (8.00) (9.00)

１株当たり当期純利益 （円） 55.90 23.47 46.61 36.91 18.78

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） 55.84 － － － 18.77

自己資本比率 （％） 57.3 59.4 60.0 83.4 63.1

自己資本利益率 （％） 5.2 2.2 8.6 6.4 3.2

株価収益率 （倍） 19.8 46.4 9.8 13.1 41.2

配当性向 （％） 62.6 234.3 － 29.8 95.8

従業員数
(人)

227 217 198 13 12

(外、平均臨時雇用者数) (855) (799) (694) (1) (2)

株主総利回り （％） 109.0 112.5 95.9 103.2 160.6

(比較指標：TOPIX配当込) （％） (95.0) (85.9) (122.1) (124.6) (131.8)

最高株価 （円） 1,178 1,370 572 539 835

最低株価 （円） 987 970 430 427 456

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第42期から第44期においては希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（プライム市場）におけるものであり、それ

以前については東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を前事業年度の期首から適用

しており、2019年３月期より当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。

４．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い第

43期（2021年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。ただし、１株当たり配当額及び中間配当額については、当該株式分割

前の実際の配当額を記載しております。

５．当社は、2021年10月20日付で、当社を分割会社、当社100%出資の株式会社ほっかほっか亭総本部を承継会

社とし、「持ち帰り弁当事業」に関する業務全般の吸収分割を実施しております。これにより、当社は純

粋持株会社へ移行しました。
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２【沿革】
当社は、「ほっかほっか亭」の創業に参加した青木達也（現代表取締役会長兼社長）が1979年３月に西日本エ

リアに「ほっかほっか亭」をフランチャイズ展開するため大阪に進出して基盤を確立し、2021年10月に吸収分割
方式による会社分割を行い持株会社体制に移行いたしました。設立以降の沿革は次のとおりであります。

年月 沿革

1980年３月 近畿地区のフランチャイズ店舗増加に伴い、同地区本部機構として大阪市福島区福島７丁目14番18号に、

資本金300万円で、㈱ほっかほっか亭大阪事業本部を設立。

1985年１月 ㈱ほっかほっか亭総本部は、全国を東部、関西、九州に分け、域内地区本部をも統轄する３地域本部制を

導入、当社は関西地域本部となる。

1986年５月 商号を㈱ほっかほっか亭関西地域本部に変更し、本店を大阪市福島区福島６丁目９番11号へ移転。

1989年１月 商号を㈱関西ほっかほっか亭に変更。

1990年３月 大阪市福島区福島３丁目14番29号に新社屋を建設し、本店を移転。

1991年１月 ㈱ほっかほっか亭広島事業本部を吸収合併し、資本金１億5,600万円となる。

1992年11月 ㈱アサヒ物流（資本金3,000万円、100％出資）を設立。（現 連結子会社・㈱アサヒＬ＆Ｃ）

1993年７月 商号を㈱ハークスレイに変更。

1994年４月 ㈱ほっかほっか亭岡山地区本部を吸収合併し、資本金１億6,698万円となる。

1995年９月 資本金３億8,303万4,890円に増資。

1995年10月 大阪市福島区福島５丁目９番６号に本社事務所を移転。

1997年２月 貝塚精米工場（大阪府貝塚市）を設置。

1997年３月 本店を大阪市福島区福島５丁目９番６号へ移転。

1997年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録し、資本金11億8,903万4,890円となる。

1997年11月 ㈱アサヒ・トーヨー（資本金３億円、49％出資）を設立。（現 持分法適用関連会社）

1998年６月 品質管理室中央研究所（自社研究機関）を設置。

1999年11月 資本金40億23万4,890円に増資。

2001年２月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第二部上場。

2001年９月 北欧フードサービス㈱の発行済株式総数のうち98％を取得。

2004年９月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部上場。

2005年４月 大阪市北区鶴野町３番10号に新たに研修センターを完成、同地に本店を移転。

2005年７月 兵庫県尼崎市に阪神カミッサリーを設置。

2006年６月 ㈱ほっかほっか亭総本部の発行済株式総数のうち54.17％を取得。

2006年10月 ＴＲＮコーポレーション㈱（現 連結子会社・店舗流通ネット㈱）の発行済株式総数のうち31.91％を取

得。

2008年５月 ＴＲＮコーポレーション㈱の発行済株式総数のうち20.02％を追加取得し子会社とする。

（発行済株式総数に対し、当社が51.94％を保有）

2009年３月 連結子会社の㈱ほっかほっか亭総本部が、㈱鹿児島食品サービス（現 連結子会社・㈱スイセンプロパ

ティ）の発行済株式総数のうち71％を取得。

2010年２月 第三者割当により、ＴＲＮコーポレーション㈱の新株式の発行の引受を実施。

（発行済株式総数に対し、当社が69.26％を保有）

2011年２月 当社を完全親会社とし、ＴＲＮコーポレーション㈱を完全子会社とする、2010年12月７日締結の株式交換

契約に伴い、同社を完全子会社とする。

2012年３月 グループ連結子会社（ＴＲＮグループ）の組織再編として、ＴＲＮアセッツ㈱を存続会社とするＴＲＮ

コーポレーション㈱、店舗流通ネット㈱、ＴＲＮアセッツ㈱及び店舗サポートシステム㈱の子会社４社の

合併を実施。合併存続会社は、同時に店舗流通ネット㈱に商号変更。

2012年６月 連結子会社の㈱ハーツグラントフードサービスが、㈱ハーツフードサービスに商号変更。

2013年４月 連結子会社の㈱アサヒ物流と㈱ハーツフードサービスが、㈱アサヒ物流を存続会社として合併。

2014年４月 連結子会社の㈱アサヒ物流が、㈱アサヒＬ＆Ｃに商号変更。

2014年12月 連結子会社の㈱ほっかほっか亭総本部が、㈱鹿児島食品サービスの株式を追加取得。

2015年６月 連結子会社の㈱ほっかほっか亭総本部の株式を追加取得し、同社を完全子会社とする。

2015年10月 連結子会社の㈱ほっかほっか亭総本部を吸収合併。

2016年７月 連結子会社の北欧フードサービス㈱が、アルヘイム㈱に商号変更。

2016年12月 連結子会社の㈱鹿児島食品サービスの自社株式取得により、同社が完全子会社となる。

2017年９月 連結子会社の店舗流通ネット㈱と店舗プレミアム㈱が、店舗流通ネット㈱を存続会社として合併。

2017年10月 連結子会社の㈱鹿児島食品サービスの持ち帰り弁当事業を吸収分割。

2018年６月 コインランドリーサービスの事業開始。

2019年12月 ㈱味工房スイセンの発行済株式総数の全株式を取得。（現 連結子会社）

2021年２月 連結子会社のアルヘイム㈱から、アルヘイムフードサービス㈱を新設分割し、その事業のすべてを新設会

社に承継。併せて新設会社の全株式を㈱万代へ株式譲渡。

2021年２月 ㈱ファースト・メイトの発行済株式総数の全株式を取得。（現 連結子会社）

2021年３月 ㈱アニーの発行済株式総数の全株式を連結子会社である店舗流通ネット㈱が取得。（現 連結子会社）
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年月 沿革

2021年10月 純粋持株会社体制に移行し、新設した100％子会社の㈱ほっかほっか亭総本部に店舗運営事業及びそれに付

帯する業務全般を承継。

2022年２月 連結子会社のアルヘイム㈱を吸収合併。

2022年３月 連結子会社の㈱鹿児島食品サービスが、連結子会社の㈱味工房スイセンの不動産事業に関する権利義務を

吸収分割により承継。㈱鹿児島食品サービスが、㈱スイセンプロパティに商号変更。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行。

2022年11月 稲葉ピーナツ㈱の発行済み株式総数の全株式取得。（現 連結子会社）

2023年４月 稲葉ピーナツの完全子会社である㈱谷貝食品を子会社化（現 連結子会社）
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３【事業の内容】
当社グループ（当社及びその関係会社）は、当社、連結子会社13社、持分法適用関連会社３社及びその他の関係会社

１社で構成されております。
2023年３月期 第３四半期より、当社グループの業容拡大に伴い、事業戦略と整合性をとることを目的に、報告セグ

メントの区分の見直しを行っております。
2023年３月31日時点において当社グループの主な事業内容は次のとおりです。なお、以下に示す区分は、セグメント

と同一の区分であります。
 

セグメントの名称 主な事業内容

持ち帰り弁当事業

・作りたてのあたたかいお弁当を持ち帰り方式で販売する「ほっかほっか亭」店舗のフラン
チャイズチェーンシステム展開
 
・高級弁当惣菜販売、パーティー・イベント向けケータリングサービス提供

 

店舗アセット＆
ソリューション事業

・飲食店等の運営事業者向け出退店及び人材等に関するソリューション提供
 
・製菓・製パン業界向けIT経営ソリューション提供
 
・会議やパーティー・イベント向け機器レンタル及びトータルサービス提供
 
・店舗など商業用不動産に特化した魅力ある投資機会の提供
 
・商業用不動産をバリューアップする企画・開発・運営・管理・リーシング
 
・不動産の売買・賃貸並びに所有・管理・運用

 

物流・食品加工事業

・店舗向け食品加工をはじめとするカミッサリーと食品物流サービスの提供
 
・ピーナッツやドライフルーツなどの豆菓子製造業及び食品卸売業

 

以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜事業系統図＞
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有割合

[又は被所有
割合](％)

関係内容

（連結子会社）

㈱ほっかほっか亭総本部

(注)３、４
大阪市北区 100

弁当・惣菜の製造販売及

び製造販売指導・食材提

供

100.00

役員の兼任あり。

資産貸与あり

債務保証あり。

㈱味工房スイセン 東京都品川区 10

仕出料理・高級惣菜の販

売及びケータリングサー

ビス提供

100.00
役員の兼任あり。

債務保証あり。

店舗流通ネット㈱

(注)３、４、６
東京都港区 100

飲食店等の運営事業者向

け出退店及び人材等に関

するソリューション提供

100.00 役員の兼任あり。

TRNシティパートナーズ㈱

(注)６
東京都港区 100

商業用不動産をバリュー

アップする企画・開発・

運営・管理・リーシング

100.00

(100.00)
役員の兼任あり。

TRNインベストメント・

マネジメント㈱

(注)５

東京都港区 100

店舗など商業用不動産に

特化した魅力ある投資機

会の提供

100.00

(100.00)
役員の兼任あり。

TRN Capital Management㈱ 東京都港区 10
店舗を軸とした企業に対

する投資育成ビジネス

100.00

(100.00)
役員の兼任あり。

㈱アニー 東京都調布市 65
製菓・製パン業界向けIT

経営ソリューション提供

100.00

(100.00)
役員の兼任あり。

㈱ファースト・メイト 東京都江東区 20
パーティー・ケータリン

グ什器備品レンタル
100.00 役員の兼任あり。

㈱スイセンプロパティ 東京都品川区 15
不動産の所有・管理・運

用
100.00

不動産の賃借あり。

役員の兼任あり。

㈱アサヒＬ＆Ｃ 兵庫県尼崎市 30
食材等の物流（加工、保

管及び配送）
100.00

物流業務の委託。

資産貸与あり。

役員の兼任あり。

稲葉ピーナツ㈱

(注)３、４
岐阜県岐阜市 30

落花生・ナッツ・豆菓子

の製造販売
100.00 役員の兼任あり。

㈱谷貝食品 茨城県筑西市 48
木の実、ドライフルー

ツ、落花生等の卸販売

100.00

（100.00）
役員の兼任あり。

㈱アイファクトリー 岐阜県岐阜市 10
食品、菓子、珍味類の販

売
100.00 役員の兼任あり。

（持分法適用関連会社）

㈱アサヒ・トーヨー 大阪市北区 100 精米加工 49.00

ほっかほっか亭精米

加工委託。

役員の兼任あり。

㈱ほっかほっかフーヅ 高知県高知市 15

弁当・惣菜の製造販売及

び製造販売指導・食材提

供

33.33
持ち帰り弁当事業の

商材取引等。

TRN２特定目的会社

(注)２
東京都中央区 1,020 本厚木駅前不動産の開発

39.56

（39.56）
―

（その他の関係会社）
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有割合

[又は被所有
割合](％)

関係内容

㈱ライラック 大阪市北区 10
不動産売買、仲介、賃

貸、管理
［43.72］ 役員の兼任あり。

（注）１．議決権の所有割合[又は被所有割合]の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
２．TRN２特定目的会社につきましては、資本金に出資金、議決権の所有割合に出資比率を記載しております。
３．特定子会社であります。
４．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。当該会

社の主要な損益情報等については下記の通りです。なお、㈱ほっかほっか亭総本部については「セグメント情
報」に記載されている「持ち帰り弁当事業」の売上高に占める当該連結子会社の売上高の割合が100分の90を
超えるため主要な損益情報の記載を省略しております。

　　店舗流通ネット㈱については、売上高8,213百万円、経常利益565百万円、当期純利益422百万円、純資産額
11,995百万円、総資産額23,932百万円です。

　　稲葉ピーナツ㈱については、売上高4,030百万円、経常利益177百万円、当期純利益129百万円、純資産額3,967
百万円、総資産額6,038百万円です。

５．TRNインベストメント・マネジメント㈱は、2022年4月1日に増資を行い、資本金100百万円となっております。
６．連結子会社としてTRNシティパートナーズ㈱（東京都港区／資本金100百万円）を2022年4月1日に設立し、店舗

流通ネット㈱から不動産の企画・開発・運営・管理等の業務を移管しております。
７．2023年４月１日に連結子会社である稲葉ピーナツ㈱より、㈱谷貝食品の全株式を取得し、同社を完全子会社化

しております。
 

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

  9/100



５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 2023年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

持ち帰り弁当事業 194 （740）

店舗アセット＆ソリューション事業 204 （14）

物流・食品加工事業 204 （94）

全社(共通) 12 （2）

合計 614 （850）

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が当連結会計年度において147名増加しましたのは、 主として稲葉ピーナツ株式会社、株式会社谷

貝食品、株式会社アイファクトリーが、2022年12月１日にグループ入りしたためです。

 

(2) 提出会社の状況

    2023年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

12 （2） 48.4 9.5 6,730,000

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

① 提出会社

当事業年度

補足説明

管理職に占める

女性労働者の割合

（％）

（注）１．

男性労働者の

育児休業取得率

（％）

（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）１．

全労働者
うち正規雇用

労働者

うちパート・

有期労働者

11.1% － 64.5% 74.4% －  

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

あります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３

年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
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当事業年度

補足説明

名称

管理職に占める
女性労働者の割

合(%)
（注１）

男性労働者の
育児休業取得

率(%)

労働者の男女の賃金差異（%）
（注１）

全労働者
正規規雇用

労働者
パート・有期

労働者

㈱ほっかほっか亭総本部 11.5% － 76.8% 76.2% 163.0%  

店舗流通ネット㈱ 8.1% 40.0% 69.0% 70.0% 56.0%  

稲葉ピーナツ㈱ 13.7% － 47.3% 48.5% 77.2%  

㈱アサヒL&C 11.1% － 38.8% 66.8% 64.0%  

㈱味工房スイセン 5.1% － 66.0% 78.8% 39.1%  

㈱ファースト・メイト 14.2% － 56.7% 74.9% 58.2%  

㈱谷貝食品 40.0% 100% 47.4% 79.9% 100%  

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

あります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３

年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
 当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下の通りであります。なお、本文中の将来に関
する事項は、当連結会計年度現在において当社グループが判断したものであります。
(1)グループ経営方針
当社グループは、「常に相手の立場にたって考動すること（考動＝常に考え、自ら行動する）」、「いつも革新
に努め、前向きに考動すること」を日々の活動方針とし、「全ての人の健康と幸せを願い、豊かな明日を創造」
する事を理念としています。
当社グループは、時代の変化にも柔軟に対応しながら、全ての人の生活に寄り添い、地域社会に貢献するととも
に、さらなる価値を提供する事で、「豊かな明日」を創造します。
「豊かな明日」を誠実に積み重ねつづける事で、より明るい未来へ貢献してまいります。
 

 

(2)グループ経営戦略等

　当社グループが今後一層の成長を遂げるためには、予測不能で不確実な未来に対し、いち早く対応し、その先に

ある新しいマーケットの開拓に注力することが重要であると認識しております。それぞれのグループ事業に対し機

動的かつ自律的な経営体制の構築を促し、環境変化に対する柔軟性や対応力を兼ね備えた事業の集合体としてグ

ループを構築することが必要不可欠であると考え中期経営計画「Resilient2021」（レジリエント2021）におい

て、この命題をビジョン「自己変革型企業群」として定め、その達成に努めております。豊かな明日を創造するた

めに、消費者一人ひとりの前向きな感情「美味しい、楽しい」を大切にする企業群を積極的なM&Aを通じて形成

し、自己変革してまいります。
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(3)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　中期経営計画「Resilient2021」では、既存事業の生産性向上と成長事業・新規事業への積極的投資及びコロナ

禍からの回復とコロナ後の不透明な未来を見据えた組織再編を伴う体制構築で環境変化にしなやかに対応できる

ようグループ事業の自律性をサポートしていくことを目標に掲げ、グループ成長拡大のための土台作り期として

取り組んでまいりました。2023年３月期では、第３四半期に当社グループに加わった稲葉ピーナツ株式会社・株

式会社谷貝食品による押し上げ効果や、コロナ禍を乗り越える経営努力で体質改善した既存事業の生産性向上に

より、業績はコロナ前の水準に回復いたしました。また、「事業開発部」の新設や「事業ポートフォリオ基本方

針の策定」により事業群拡大に向けた体制整備を図る等、中期経営計画の全方位的拡大に耐えうる土台作りに引

き続き取り組んでまいります。

 

(4)優先的に対処すべき課題

当社グループでは、不透明な未来に速やかに対応し、成長を持続できるグループ会社の構築（自己変革型企業

群）が更なる企業発展のために必要不可欠であると認識しております。そのために、次の３つの課題に優先的に

対処してまいります。それによって、グループ会社が変化への適応力を高めるための柔軟性を取り入れ、組織全

体でのコミュニケーションや意見交換等による外部の知識やリソースを活用した相互補完を図ることで、グルー

プ全体の相乗的な成長を図ってまいります。

 

①グループ拡大による多事業化（新規事業創出の強化）

a.事業ポートフォリオマネジメント体制の整備・運用

・「事業ポートフォリオ基本方針」（※後記ご参照。）に基づいて、資本コストを上回る資本収益性が期待で

きる豊かな明日を創造する投資を、積極的に行ってまいります。これにより、当社グループの超過利潤と

社会的存在意義を高めてまいります。

・2023年４月改定「グループ関係会社管理規程」及び「戦略会議」の重要案件審議体制に基づいて、大型投融

資案件に係る投資判断目線をグループレベルで一貫させることにより、投資効率を高めてまいります。

・経理財務部を中心に経営資源配分のモニタリングを推進し、事業ポートフォリオ基本方針に関する戦略の見

直しについてモニタリングと評価を踏まえて定期的に（年 1 回）取締役会で検討してまいります。

・また、事業ポートフォリオ戦略（投資方針）と投資成果に関する情報開示の充実に取り組んでまいります。

 

b. 2023年４月に設置した事業開発部による積極的なM&A推進

 

c. 「グループ拡大」に関係が深い主要リスク「事業ポートフォリオ戦略」「人財成長支援戦略」「人権コン

プライアンス」「M&A戦略・減損」に関するリスクマネジメント（それぞれのリスクの内容と対応策につ

いては「３．事業等のリスク　３．＜主要リスク＞の内容、主な対応策」をご参照ください。）

 

※「事業ポートフォリオ基本方針」・・・私たちハークスレイグループは、事業活動を通じて持続可能で安

心・安全な生活基盤の構築と地球環境の保全を実現するために、積極的な新規事業創成とグループ内の事

業の多角化を進めると共に、 資本コストを上回る資本収益性が期待できる成長事業への経営資源積極投下

を行い、事業ポートフォリオによる価値創造を最大化すべく、グループ全体のシナジーの創出を図りま

す。また、それぞれの事業の自律化を促進し、多様性、環境適応性を兼ね備えた自己変革型企業群の構築

を目指します。 なお、事業ポートフォリオ基本方針に関する戦略の見直しについては、設定した KPI の

モニタリングと評価を踏まえ、定期的に（年 1 回）取締役会で検討を行います。
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②環境・市場対応力（新たな分野への対応力の強化）

a. サステナビリティ経営体制及びリスクマネジメント体制の整備・運用

・「サステナビリティ基本方針」（※後記ご参照。）を基礎として長期的な視点で取り組むべき重要課題（マ

テリアリティ）を特定しており、そのマテリアリティ関連のリスク及びその他の事業リスク・財務リスク

のうち重要性の高いものはグループレベルでマネジメントする体制としております。（「３．事業等のリ

スク　１．当社グループのリスクマネジメント体制」および「３．事業等のリスク　２．＜主要リスク＞

の選定、重要性判定」をご参照ください。）

・社会環境変化を展望したリスク・機会・社会課題を踏まえて特定するマテリアリティは、今後の社会環境変

化やステークホルダーとの対話を踏まえて見直していくものであり、そのリスクマネジメントについても

環境・市場に対応してまいります。

 

b.「環境・市場」に関係が深い主要リスク「安全性品質」「技術革新・規制改革」「食品の原材料価格変動」

「販売用不動産価格変動」「出店戦略・減損・空家賃」に関するリスクマネジメント（それぞれのリスク

の内容と対応策については「３．事業等のリスク　３．＜主要リスク＞の内容、主な対応策」をご参照く

ださい。）

 

※「サステナビリティ基本方針」・・・私たちハークスレイグループは、「豊かな“明日”を創造」するため

に、お客様を始めとするステークホルダーの皆様と力を合わせ、事業活動を通じて、持続可能で安心・安

全な生活基盤の構築と地球環境の保全を実現するために、挑戦を続けてきました。ハークスレイにとって

サステナビリティとは、環境・社会と企業の両方の持続可能性を追求することです。これらを実現するた

めには、ハークスレイグループが取り組むべきマテリアリティ（重要課題）を特定し、長期的な経営戦略

の目標に組み込んで、事業活動を通じて課題の解決に取り組んでいくことが重要であると考えます。ハー

クスレイグループは「豊かな“明日”を創造」し、次世代へと継承することをお約束します。

 

③高度な経営人財の多様化（成長を支える人財の強化）

当社グループでは、人財を最も重要な経営資源と位置づけており、多様性のある人財の確保及び成長支援

が環境・市場対応力のある持続的な企業発展のために必要不可欠であると認識しております。当社グループ

のマテリアリティを重視し、ビジネスに精通し、かつ環境適応能力（環境・市場を踏まえた構想力＋突破

力）を兼ね備える高度な経営人財を、社内外の両方から発掘・育成・登用することにより、高度な経営人財

を多様化してまいります。グループ入りした多様な人財が、個々の能力を最大限に発揮するための社内環境

の整備に引き続き取り組んでまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次の通りであります。なお、文中の将来に関する事

項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）ガバナンス

　当社グループは、サステナビリティ活動を継続的に行うための機関としてサステナビリティ委員会を設置してい

ます。サステナビリティ基本方針を基礎として、長期的な視点でマテリアリティ（重要課題）を特定し、その見直

しを行っています。サステナビリティ委員会では、長期的な経営戦略の目標に組み込んで、環境・社会と企業の両

方の持続可能性を追求するために取り組む課題について年4回の頻度で審議・議論を行ってまいります。なお、サ

ステナビリティ委員会の協議内容及び決定事項は、取締役会への報告・上程と決議を経て当社グループの決定事項

となります。同委員会は、代表取締役会長兼社長を委員長として、当社全役職員、グループ各社の経営・リスク管

理部門などのメンバーで構成しております。

 

（参考）サステナビリティ推進プロセス

 

(2）戦略

a 当社グループは、「豊かな“明日”を創造」するために、お客様を始めとするステークホルダーの皆様と力を合

わせ、事業活動を通じて、持続可能で安心・安全な生活基盤の構築と地球環境の保全を実現するために、挑戦を続

けてきました。当社グループにとってサステナビリティとは、環境・社会と企業の両方の持続可能性を追求するこ

とです。これらを実現するためには、当社グループが取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を特定し、長期的

な経営戦略の目標に組み込んで、事業活動を通じて課題の解決に取り組んでいくことが重要であると考えます。

 

 

b 中長期的な企業価値の向上に向けて「人が活きる」企業経営をマテリアリティに掲げ多事業化を志向する当社グ
ループとして、人的資本経営（「人」はコストでなく付加価値源泉であるという考え方）の方向性に齟齬が生じな
いよう「人財育成方針及び社内環境整備方針」（※後記ご参照。）を制定、多様性ある人財が活力を最大化できる
ようグループ横断的に取り組んでまいります。
 
 ※「人財育成方針及び社内環境整備方針」の内容・・・ハークスレイグループは「全ての人の健康と幸せを願い、

豊かな“明日” を創造」することを経営理念に掲げています。 こうしたハークスレイグループの価値観を共
有するとともに、「常に相手の立場にたって考動する（考動＝常に考え、自ら行動する）」、「いつも革新に
努め、チャレンジ精神を持って前向きに考動する」ことができる人を、私たちは求めています。ハークスレイ

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

 15/100



グループは、時代の変化にも柔軟に対応しながら、全ての人の生活に寄り添い、地域社会に貢献するととも
に、さらなる価値を提供することで、「豊かな明日」を創造します。ハークスレイグループは、「豊かな明
日」を誠実に積み重ねつづけ、より明るい未来を協創する人財を育成してまいります。ハークスレイグループ
が理想とする社内環境は、多様性ある人財が平等に活躍と機会の場をみつけだし、お互いに補完しあいなが
ら、活力を最大化できる職場です。ハークスレイグループは、「人が活きる」企業経営を５つのマテリアリ
ティの１つに掲げ、こうした社内環境を通して、社員がステークホルダーと共に誇れる企業であることを目指
しています。具体的な施策としては、人財の成長支援、人権重視経営の徹底、ワークライフバランスとダイ
バーシティの充実を進めます。ハークスレイグループは、今後も社内環境整備に必要な施策を、積極的に推進
していきます。

 

(3）リスク管理

　社会環境変化を展望したリスク・機会・社会課題を踏まえて特定するマテリアリティは、今後の社会環境変化や

ステークホルダーとの対話を踏まえて見直すものであり、サステナビリティ委員会においてリスクと機会を評価し

てまいります。主要リスクの動向や対応策の状況は取締役会報告等を通じてモニタリングしてまいります。人的資

本関連では、「人が活きる企業経営」をマテリアリティの１つに掲げ、主要リスクとして「人財成長支援戦略」

「人権コンプライアンス」を現在（提出日現在）選定しております。

 

(4）指標及び目標

　人財育成方針及び社内環境整備方針に関する測定可能な指標として今後、従業員エンゲージメント・サーベイを

定期的に実施し、従業員との対話を重視した取り組みを行ってまいります。従業員エンゲージメント・サーベイ

は、「当社グループの経営方針への共感度」「所属グループへの貢献意欲」「従業員個々の成長意欲」を主軸にア

ンケートを行い、高評価の従業員割合７割超（2026年度）を目指します。当社グループは従業員との対話を強化し

て取り組んでまいります。

 （注）当社グループは、気候変動による事業への影響を重要な経営課題の1つと捉え、ESG経営の観点からも関連情報の

開示が必要と認識しており、2023年5月にTCFD提言への賛同を表明しました。今後はこの提言に沿った気候関連

の情報の開示を行ってまいります。

　＜参考＞当社グループの2022年度Scope1.Scope2温室効果ガス排出量は、約16,465t-CO2です。
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３【事業等のリスク】

１．当社グループのリスクマネジメント体制

　当社グループにおけるリスクマネジメント体制は、次の通りです。なお、このほか当社グループは「第４　提出会

社の状況　４．コーポレートガバナンスの状況等」に記載の通り企業統治体制を整え、リスクマネジメントを含む内

部統制システムを整備・運用しております。

 

（1）サステナビリティ委員会

　当社グループのサステナビリティ活動を継続的に行うための機関として設置しています。

サステナビリティ基本方針を基礎として、長期的な視点でマテリアリティ（重要課題）を特定し、その見直しを行っ

ています。

 

（2）戦略会議

　経営戦略上の重要課題・重要案件を審議するための機関として設置しています。

リスクマネジメントに関しては、マテリアリティに関連するリスクおよびその他の事業リスク・財務リスクについて

年１回、社外取締役・監査役の意見も踏まえ、「主要リスクの選定、およびその重要性（影響度・緊急度）の判定に

係る承認」を行っています。承認までのチェックポイントは次の通りです。

 

①経営理念について、変更がないか。（変更を反映）

②マテリアリティについて、変更がないか。（変更を反映）

③事業ポートフォリオについて、M&A・新規事業開発・既存事業急拡大等による変更がないか。（変更を反映）

④中期経営計画など経営戦略について、変更がないか。（変更を反映）

⑤個別リスク主管部の洞察として、大きな外部環境変化はないか。

⑥個別リスク主管部の洞察として、インシデント発生傾向の大きな変化はないか。

⑦個別リスク主管部の洞察として、各事業部門からの報告や内部監査結果等で気付く大きな予兆はないか。

 

（3）個別リスク主管部

　総務部がマテリアリティ関連リスク（存続を脅かすレピュテーションリスクを含む）および事業リスクを主管し、

経理財務部が財務リスクを主管し、それぞれ当社グループの各事業部門と連携を取りながら当社グループ全体の対応

策を立案・推進しています。

 

（4）各事業部門

　当社グループの各事業部門において、本業の一環で、業務遂行上のリスクを適切に管理するための対応策を講じて

います。

 

２．＜主要リスク＞の選定、重要性判定

（1）当社グループは、「マテリアリティ関連リスク」および「その他の事業リスク・財務リスク」を対象に、利害関

係者への影響を含めて経営に大きな影響を及ぼすリスクとして影響度（甚大・大・他）と緊急度（高・中・低）を総

合的に勘案し、グループとして管理が必要な＜主要リスク＞を選定しております。その選定に際しての考え方および

対応策検討については、次の通りです。

 

①影響度「甚大・大」×緊急度「高・中」のリスク

＜主要リスク＞に選定し、グループ全体の対応策を個別リスク主管部が立案し、戦略会議で検討します。

＜主要リスク＞に関する動向や対応策の状況は、取締役会報告等を通じてモニタリングします。

 

②影響度「甚大・大」×緊急度「低」のリスク

選定外とし、グループ全体の対応策を個別リスク主管部が中心となって検討します。

 

③緊急度「低」のリスク

選定外とし、各事業部門が業務遂行上のリスクを適切に管理するための対応策を講じます。

 

＜参考：影響度（甚大・大・他）のレベル選択の目安＞

1.　甚大：金銭的影響　10億円以上、又は業務に起因する死亡者発生、グループ全体の社会的信用失墜

2.　大：金銭的影響　3億円以上、又は業務に起因する入院傷病者発生、各事業部門の社会的信用失墜

3.　他：上記以外

＜参考：緊急度（高・中・低）のレベル選択の目安＞

1.　高：適切な対策を講じ続けない限り、向こう　1年以内に顕在化する可能性5割以上と予想

2.　中：適切な対策を講じ続けない限り、向こう　3年以内に顕在化する可能性5割以上と予想

3.　低：現状対応策の継続により、向こう　3年以内に顕在化する可能性5割未満と予想
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（2）選定した＜主要リスク＞は９項目で、それぞれの重要性判定（影響度×緊急度）は次の通りです。

３．＜主要リスク＞の内容、主な対応策

　以下は選定した＜主要リスク＞９項目に関する記載であり、すべてのリスクを網羅したものではなく、現時点では

予見できない又は重要と見なされていないリスクの影響を将来的に受ける可能性があります。なお、文中の将来に関

する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 

（1）安全性品質　＜マテリアリティ関連リスク＞

《影響度》甚大

《緊急度》高

《内容》

　当社グループの食の安全に向けた取り組みにも関わらず、食中毒・異物混入等の品質問題や使用食材の安全性に疑

義が呈された場合、営業停止或いは風評悪化等により業績に影響を及ぼす可能性があり、場合によっては社会的信用

を失います。また、店舗アセット＆ソリューション事業において火災等により人命が危ぶまれる事故が発生する可能

性があります。

《主な対応策》

　工場における食品安全マネジメント国際規格FSSC22000認証取得や品質管理部門設置により、品質管理を徹底すると

ともに、店舗での日常指導を通じて安心・安全な商品・サービスを継続的に提供してまいります。また消防法等の関

連法令遵守を徹底し、点検で発見した不備には適時に対応してまいります。

 

（2）事業ポートフォリオ戦略　＜マテリアリティ関連リスク＞

《影響度》甚大

《緊急度》高

《内容》

　当社グループは、事業の多様化を進め、環境適応能力と成長性を兼ね備えた「自己変革型企業群」として事業ポー

トフォリオ基本方針を定めておりますが、その運用が形骸化した場合、資本収益性が低迷し、企業価値を毀損する可

能性があります。

《主な対応策》

　各事業部門（傘下事業会社）の大型投融資案件に関して当社（持株会社ハークスレイ）あて承認申請を要する枠組

は既に構築済であり、それが資本コストを上回る資本収益性を意識した事業ポートフォリオ基本方針と整合的な内容

か、当社戦略会議で審議・承認する運用を強化してまいります。また、事業ポートフォリオをモニタリングする当社

経理財務部の財務二線機能について、機能発揮と実効性向上に取り組んでまいります。

 

（3）食品の原材料価格変動　＜その他の事業リスク・財務リスク＞

《影響度》甚大

《緊急度》高

《内容》

　食品加工事業において原材料を輸入に頼る稲葉ピーナツ㈱の原材料価格変動リスクが為替要因を含めて大きく、ま

た持ち帰り弁当の原材料となる米や野菜の不作或いは鶏肉の輸入に支障が生じるリスクもあり、これらが業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

《主な対応策》

　品質水準を満たす原材料を安定調達するようサプライチェーンと密に連携するとともに、当社グループ内での原材

料加工・供給体制整備を進めてまいります。また、持ち帰り弁当に関しては、使用する原材料を高騰したものから値

打ちある素材に切り換えてメニュー開発する等、お客様ニーズを多面的に捉えて展開してまいります。
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（4）販売用不動産価格変動　＜その他の事業リスク・財務リスク＞

《影響度》大

《緊急度》高

《内容》

　店舗などの商業用不動産をバリューアップする開発プロセスにおいては資材需給による納期遅れや建設単価上昇の

リスクがあり、バリューアップ後の販売プロセスにおいては金融情勢悪化を含む収益不動産に関する市況悪化による

販売不振が販売価格下落・在庫評価損をもたらすリスクがあり、これらが業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

《主な対応策》

　遵法性工事や店舗リーシングといった店舗流通ネット・グループの強みを活かしてバリューアップ後の売却益を狙

うビジネスモデルは持続可能なものであり、金融情勢の影響を受けやすい不動産ファンドに限ることなく幅広く販売

ルートを拡充し、在庫回転良化により資本収益性を高めつつ、在庫ポジションを適正範囲内で運営することにより価

格変動リスクをコントロールしてまいります。

 

（5）人財成長支援戦略　＜マテリアリティ関連リスク＞

《影響度》甚大

《緊急度》中

《内容》

　当社グループでは人財を最も重要な経営資源と位置づけており、企業発展に必要な人財の確保及び成長支援に向け

て、人財育成方針及び社内環境整備方針を制定し、その実践に取り組んでいく戦略であるものの、その戦略が思うよ

うに実行されずに必要な人財が確保できない或いはエンゲージメントや労働生産性が戦略目標に対して大幅未達とな

るリスクがあり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

《主な対応策》

　人財育成方針及び社内環境整備方針については2024年３月期に取締役会に上程する計画であり、制定次第、グルー

プをあげて、実践するよう徹底してまいります。また従業員エンゲージメント調査について、「人が活きる」経営は

当社グループ経営の根幹と考え、2024年３月期からは調査対象範囲をグループ全体に拡げて、そのモニタリング結果

をグループ全体のエンゲージメント向上施策に活用してまいります。

 

（6）M&A戦略と減損　＜その他の事業リスク・財務リスク＞

《影響度》甚大

《緊急度》中

《内容》

　M&Aに際しては事前調査によりリスク低減に努めますが、グループインした企業の業績が事業計画に対して大幅未達

となるリスクがあり、またのれんが減損するリスクもあり、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

《主な対応策》

　大型投融資案件に関して、それが資本コストを上回る資本収益性を意識した事業ポートフォリオ基本方針と整合的

な内容か、当社戦略会議で審議・承認する運用を強化してまいります。また、投資実行後フェーズにおいては、事業

開発部における事業執行に加えて、事業ポートフォリオをモニタリングする経理財務部の財務二線機能の機能発揮と

実効性向上に取り組んでまいります。

 

（7）出店戦略と減損・空家賃　＜その他の事業リスク・財務リスク＞

《影響度》大

《緊急度》中

《内容》

　持ち帰り弁当事業及び店舗アセット＆ソリューション事業において、出店投資回収を見積もった上で店舗物件・店

舗リース用物件の出店の意思決定を行いますが、出店基準を満たす物件を確保することが出来ずに業績に影響を及ぼ

す可能性があります。また、当該物件が期待したキャッシュフローを生み出さないことによる減損リスク、店舗リー

ス用物件に関してはユーザーが長期間決まらずに空家賃が想定以上に発生するリスクもあり、これらが業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

《主な対応策》

　出店基準を満たす物件を効率的に確保するため、専門的ノウハウを持った人財のチームでノウハウを共有して取り

組んでまいります。店舗リース用物件に関しては、出店候補エリアの人流と属性を定点観測の上、ユーザー見込み層

に物件を提案して反応を直接知ることにより、リアルな動向を常時把握して空店舗発生リスクを低減し、空家賃リス

クをコントロールしてまいります。
 

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

 19/100



（8）技術革新・規制改革　＜マテリアリティ関連リスク＞

《影響度》大

《緊急度》中

《内容》

　技術革新や規制改革への適応が遅れると、やがて競合他社の商品サービスに劣後し、既存ビジネスモデルの陳腐化

により市場を失い、業績に影響を及ぼす可能性があります。

《主な対応策》

　技術革新や規制改革を好機と捉える多様性ある人財を確保・育成し、市場の変化に適応する柔軟性とアジリティを

持った経営戦略を推進してまいります。

 

（9）人権コンプライアンス　＜マテリアリティ関連リスク＞

《影響度》大

《緊急度》中

《内容》

　人権コンプライアンスは、人が活きる企業経営をマテリアリティとする当社グループにとって存在意義の土台とな

るものです。また、人権軽視の問題事象が対外的に明らかになった場合、不買運動をはじめ業績に影響を及ぼす可能

性があり、場合によっては社会的信用を失います。M&A等で異なるカルチャーの企業がグループインすることもあり、

多面的な取り組みが今後必要になります。

《主な対応策》

　ESGを土台として「人が活きる」経営は当社グループ経営の根幹と、経営層から現場一線まで幅広く情報共有し、育

成とOJTを通じて人権重視カルチャーを醸成してまいります。サプライチェーンへの配慮責任を含め、グループインし

た企業の意識醸成についてはPMI（ポスト・マージャー・インテグレーション：M&A後の経営・業務・意識を統合する

プロセス）の際に留意してまいります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の緩和等によって緩やかに持

ち直しの動きがみられる一方で、ウクライナ情勢の長期化によるエネルギー価格や原材料価格の高騰に加え、為替

の急激な変動等により不安定な状況が続きました。

　このような環境の中、当社グループは、不透明さが続く未来においても新しい価値創造を続けていくため、環境

適応能力と成長性を兼ね備えた事業連合体「自己変革型企業群」を目指し、「グループ拡大による多事業化」、

「環境・市場 対応力」、「経営人材の多様化」を通してその実現に努めてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度における当社の連結業績は以下のとおりとなりました。

　売上高356億13百万円（前年同期比12.3%増）、営業利益14億60百万円（前年同期比33.4%増）、経常利益15億79百

万円（前年同期比14.5%増）、親会社株主に帰属する当期純利益10億47百万円（前年同期比7.1%増）となりました。

イ．　持ち帰り弁当事業

持ち帰り弁当事業においては、「つくりたて。だから、うまい。」を謳うほっかほっか亭を展開するほか、各種

パーティ・イベント・セレモニー等の需要にお応えする仕出し料理の展開まで、幅広い食シーンにお応えする事業を

行っております。

2022年度はエネルギー価格や原材料価格の高騰が続きましたが、一方で新型コロナウイルス感染症における行動制

限の緩和などを背景に、大型イベントや催事、セレモニーでの大型案件受注が復活の兆しを見せました。

ほっかほっか亭では、「すき焼弁当」や「竹の子ごはん」など毎年ご好評いただく季節メニューを発売したほか、

「のり弁当」など定番メニューのリニューアル、「海苔弁Premium」などワンランク上のメニューを新たに発売し、

大変ご好評をいただきました。デジタル販促面では、公式SNS（Twitter・Instagram・LINE）においてフォロワー獲

得施策を積極的に実施、Z世代を中心にデジタル訴求を強化した結果、年間で計121万人のフォロワーを獲得する着地

となりました。また、事前注文及びオンライン決済が可能な「モバイルオーダー」並びに、デリバリーサービスの

「Uber　Eats」、「出前館」の売上も引き続き伸長しており、必要な際に必要な数をご提供することから調理ロスの

削減や店舗オペレーションの改善にも繋がっております。さらに、導入済みの共通ポイント「楽天ポイント」、「d

ポイント」においては、ポイントプレゼント企画を毎月開催する事でさらなる利用促進を行いました。

　仕出料理においては、大型パーティでの受注や、野球・サッカーの各日本代表スポーツでのケータリングを受注

するなど、コロナ禍以前のような大型受注が復活しました。またセレモニー部門においても新規顧客への営業や既

存取引先への再営業が結実し売上獲得に繋がりました。しぶちか東急渋谷フードショーに常設の弁当・惣菜販売店

舗の幾重（いくえ）については、百貨店への来客が回復してきたことを受け、催事、高級スーパーへの新規出店お

よび再出店による認知度の向上を図りつつ、リピーターの増加や佃煮商品の開発及びEC販売の活性化などを行いま

した。

　その結果、持ち帰り弁当事業の売上高は、167億99百万円（前年同期比4.1％増）、営業利益は２億57百万円（前

年同期比36.6％減）となりました。

ロ．　店舗アセット＆ソリューション事業

店舗アセット＆ソリューション事業においては、飲食店など店舗ユーザーの出店加速と持続的成長を支える「店舗

リース等ソリューション」をはじめ、店舗ビジネスの知見を活かしアセット市場に特化した形で街を活性化する「店

舗不動産ソリューション」、パティスリー経営者を中心顧客層とするPOSレジシステム開発提供などの「IT経営ソ

リューション」、「パーティー・イベント用品レンタル」など、幅広く事業を展開しております。

＜店舗リース等ソリューション＞

　　2022年度、店舗アセットを取り巻く環境としては、引き続きエネルギー価格や原材料価格、人件費など店舗運営コ

ストの上昇が顕著であり、経営難に陥った店が閉店した後に価格転嫁力・競争力を有する魅力ある業態が出店すると

いった状況が見受けられます。

このような環境の中、出店意欲があり魅力もある飲食店等の店舗ユーザーに向け、人材紹介、好立地物件情報の提

供、独自の出店資金サポートシステム、マーケティング情報提供など「人・モノ・カネ・情報」を一気通貫でソ

リューション提供し、その出店を加速しており、店舗リースの取引店舗数は810店まで増加、創業来の出店サポート

累計実績は3,900店超となりました。

＜店舗不動産ソリューション＞

　　店舗不動産の管理および商品企画（店舗ビル新築やコンバージョン）を営んでおります。本厚木駅前不動産の開発

ファンドに関しては、コンストラクション・マネジメントで地上12階建て店舗ビルを予定通り2022年10月に着工しま

した。店舗不動産の管理に関しては、順調に受託ストックを増やしており、管理テナント数は116店となりました。

また、中長期的なバリューアップの取り組みとして、好立地に所在するTRN心斎橋（大阪市中央区）・TRN新宿プラザ

（東京都渋谷区）・柳橋Food Market（名古屋市中村区）の固定資産3物件を取得いたしました。

店舗不動産を投資対象とする不動産ファンドの組成および投資助言も営んでおりますが、2022年度においては、

TRUNK麻布十番（東京都港区）・ TRN鶴屋町（横浜市神奈川区）の2物件による組成を行い、投資助言を受託する不動

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

 21/100



産ファンドの契約資産額は108億円となりました。なお、開発ファンドを除く不動産ファンドに組み入れ中の計７物

件は当連結会計年度末で満室稼働しております。販売用不動産の売却については前記２物件の売却価額17億円でし

た。前年は販売用不動産３物件の売却価額31億円余であったため、販売用不動産による売上高・粗利益は前年比では

減少いたしました。販売用不動産の仕入れについてはTRN鎌倉（神奈川県鎌倉市）・TRN川越西口（埼玉県川越市）の

２物件で、在庫は６物件となりました。会計上は本厚木駅前不動産の土地を含んでおります。

＜IT経営ソリューション＞

パティスリーに精通するPOSレジシステム「ninapos」の開発・販売やデータを活用したコンサルティング等のIT経

営ソリューション提供を営んでおります。

2022年度においては、「ninapos」と連携するネット受注システム「ニナカート」が成長し、その利便性が評価さ

れ、ネット注文利用金額を順調に増やした結果、導入先店舗の来店売上に直結する店頭受取予約の利用金額は前年比

約３割増となり、収益に貢献いたしました。

＜パーティー・イベント用品レンタル＞

新型コロナウィルス感染症の影響により引き続き低調に推移しました。しかしながら第7波収束後はラグジュア

リーブランドなどの大型パーティー以外の一般的なパーティーも回復傾向にあり、レンタル市場への需要はコロナ以

前と同様の水準へと徐々に戻ってまいりました。完全なる市場回復時を見据え、取扱商品の見直しや価格改定、カタ

ログ刷新などを積極的に進めてまいりました。

　その結果、店舗アセット&ソリューション事業の売上高は118億42百万円（前年同期比18.9％減）、営業利益は16

億91百万円（前年同期比9.5％減）となりました。

 

 2021年３月末 2022年３月末 2023年３月末

取引店舗数（店） 754 757 810

管理するテナント数（店） 56 80 116

ファンド契約資産額

（AUM）（億円）
41 91 108

 

ハ．　物流・食品加工事業

　　物流・食品加工事業においては、ほっかほっか亭店舗へ導入する食品の加工をはじめとしたカミッサリーと商材や

食材などの物流のほか、ピーナッツやドライフルーツなどの菓子製造業や卸販売業を行っております。

カミッサリーについては、唐揚・とり天・フライドチキン・チキンステーキなど昨今の鶏肉需要を捉え、自社オリ

ジナル製品の開発に注力と営業活動の強化により、着実に売上高拡大と工場稼働率の向上に寄与いたしました。

菓子製造業については、昨年より販売好調の商品が依然として売上を牽引したほか、3月に発売した新商品も順調

に受注数が伸長し、スーパーマーケットやドラッグストアを中心に売上は好調を維持しております。また、新型コロ

ナウイルス感染症の行動制限緩和などにより、外国人観光客の増加がインバウンド商品の購入に繋がり、更なる売上

高向上への好材料となりました。しかしながら一方では、円安の影響から原材料価格については依然として高騰が見

込まれております。

ドライフルーツについては、スーパーマーケットにて販売強化商品となり売上伸長いたしました。2022年6月に発売

した新商品「干し芋」の売上も大変好調でお客様よりご好評をいただいております。

　その結果、物流・食品加工事業は、売上高92億77百万円（前年同期比90.8％増）、営業利益２億12百万円（前年

同期比308.5％増）となりました。
 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べ65百万円減

少し、113億74百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は16億75百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益14億53百万

円、減価償却費９億32百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は79億83百万円となりました。これは主に、固定資産の取得による支出56億８百万

円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出26億68百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は62億41百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入73億40百万円、

長期借入金の返済による支出14億86百万円によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績
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ａ．商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

持ち帰り弁当事業 8,882 102.2

店舗アセット＆ソリューション事業 1,718 51,6

物流・食品加工事業 5,138 119.8

合計 15,739 96.0

　（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

 

ｂ．受注実績

　該当事項はありません。

ｃ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績（外部顧客への売上高）をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

持ち帰り弁当事業 16,686 103.7

店舗アセット＆ソリューション事業 11,524 80.3

物流・食品加工事業 7,401 247.2

小計 35,612 106.5

調整額（消去及び全社） 1 －

合計 35,613 112.3

　（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

　　　　２．当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、

相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　当社グループの当連結会計年度における経営成績は、売上高は前連結会計年度に比べ38億91百万円（12.3%）増加

し356億13百万円、営業利益は前連結会計年度に比べ３億65百万円（33.4%）増加し14億60百万円、経常利益は前連結

会計年度に比べ１億99百万円（14.5%）増加し15億79百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度に

比べ69百万円（7.1%）増加し10億47百万円の結果となり、増収増益となりました。

　上記のほか、当連結会計年度における経営成績の前連結会計年度との比較分析については、「（１）経営成績等の

状況の概況」に記載のとおりであります。

　また、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「３　事業のリスク」に記載のとおり

であります。

　グループ全体経営と事業経営を分離し、事業会社の運営責任及び事業責任を明確化することで、不透明さが増す未来

において、新しい価値創造を続けていくために、当社グループは環境適応能力と成長性を兼ね備えた事業連合体「自己

変革型企業群」を目指してまいります。
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５【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループの当連結会計年度において5,357百万円の設備投資を実施しました。なお、セグメント内取引は、相

殺消去しております。

　持ち帰り弁当事業においては、店舗内装設備などを中心に689百万円の設備投資を実施しました。また店舗アセッ

ト＆ソリューション事業においては、賃貸用不動産の取得などを中心に4,517百万円の設備投資を実施しました。

 

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

研修センター・

本社

(大阪市北区)

店舗アセッ
ト＆ソリュー
ション事業
持ち帰り弁当
事業

その他の

設備
482 26

 
496

(557.35)

20 0 1,025

 
98

(27)

直営店舗

(大阪市北区他)
持ち帰り弁当
事業

店舗設備 41 1 － 2 － 44

 
69

（708)

阪神カミッサリー

(兵庫県尼崎市)
持ち帰り弁当
事業

食品加工工場

倉庫設備
1,049 2

 
2,365

(16,343.54)

0 － 3,418

 
11

(17)

精米工場

(大阪府貝塚市)
持ち帰り弁当
事業

精米設備

倉庫設備
55 9

 
435

(3,300.00)

0 － 500

 
2

(2)

倉庫

(兵庫県西宮市)

店舗アセッ
ト＆ソリュー
ション事業

倉庫設備 48 －

 
276

(5,344.73)

0 － 325

 
－

(－)

　（注）１．研修センター・本社、阪神カミッサリー及び精米工場の従業員数には、子会社の従業員を含めております。

２．研修センター・本社及び直営店舗は㈱ほっかほっか亭総本部に、阪神カミッサリー及び精米工場は㈱アサヒ
Ｌ＆Ｃ（連結子会社）に貸与中であります。

３．従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の（　）書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用
人員数であります。

 
(2）国内子会社

㈱ほっかほっか亭総本部

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

研修センター・
事務所
(大阪市北区他)

持ち帰り弁当
事業

その他の設備 14 － 25 0 39

 
84

(26)

直営店舗
(大阪市北区他)

持ち帰り弁当
事業

店舗設備 1,403 522 69 － 1,995

 
69

(708)

　（注）従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の（　）書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人員

数であります。

 
店舗流通ネット㈱、ＴＲＮシティパートナーズ㈱及びＴＲＮインベスト・マネジメント㈱

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
土地

(面積㎡)
工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都港区)
店舗リース用物件
(東京都新宿区他)

店舗アセット＆

ソリューション事業

事務所

店舗設備
721 － 26 747

 
114

(5)

賃貸用不動産

(東京都港区他）

店舗アセット＆

ソリューション事業
賃貸ビル 2,397

 
7,064

(1,569.87)

0 9,462

 
30

(0)
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　（注）１．従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の（　）書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用

人員数であります。

２．上記のほか、主要な賃借設備として以下のものがあります。

事業所名 セグメントの名称 設備の内容 設備の種類
年間賃借料
（百万円）

店舗リース用物件 店舗アセット＆ソリューション事業 店舗駆体設備等 建物 2,050

 

㈱味工房スイセン

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

本社・工場

(東京都品川区)

持ち帰り弁当

事業

事務所

食品加工工場
104 5

 
438

(1,025)

4 15 567

 
41

(10)

　（注）従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の（　）書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人員

数であります。

 

稲葉ピーナツ㈱

2023年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（名）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

本社・工場

(岐阜県岐阜市)

物流・食品加

工事業

事務所

食品加工工場
545 270

 
533

(8,879.51)

3 － 1,353

 
135

(44)

　（注）従業員数は、就業人員数を記載しており、従業員数欄の（　）書きは外数で、臨時雇用者数の年間平均雇用人員

数であります。

 

(3）在外子会社

該当事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社企業グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりま

す。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定し、提出会社にて調整のうえ取り纏めております。なお、当連

結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修、除却計画は次のとおりであります。

 

(1）重要な設備の新設等

会社名事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
投資予定額

資金調達方法
着手及び完了予定年月 出店改

装店舗
予定
（店）

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

㈱ほっかほっか亭総本部

直営店舗

(大阪府寝屋川市他）

持ち帰り弁当事業 店舗内装等 1,207 －
自己資金及び

借入金
2023年4月 2024年3月 166

店舗流通ネット㈱

店舗リース用物件

（東京都新宿区他）

店舗アセット＆

ソリューション

事業

店舗内装等 1,000 －
自己資金及び

借入金
2023年4月 2024年3月 160

 

(2）重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2023年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（2023年６月21日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 22,050,064 22,050,064
株式会社東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 22,050,064 22,050,064 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

ストックオプション制度の内容は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」の

（ストック・オプション等関係）に記載しております。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

 増減数（株）

発行済株式総数

 残高（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増減額

（百万円）

資本準備金残高

（百万円）

2021年10月１日

（注）
11,025,032 22,050,064 － 4,036 － 878

（注）　2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、発行済株式数が11,025千株増加しており

ます。

（５）【所有者別状況】

       2023年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 21 71 50 4 4,959 5,114 －

所有株式数

（単元）
－ 7,841 8,262 114,394 7877 32 81,947 220,353 14,764

所有株式数の

割合（％）
－ 3.56 3.75 51.91 3.58 0.01 37.19 100 －

　（注）１．自己株式3,635,250株は、「個人その他」に36,352単元及び「単元未満株式の状況」に50株を含めて記載し

ております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、24単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ライラック 大阪市北区梅田１丁目３-１-700 8,024 43.58

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７番18号 1,729 9.39

株式会社こやの 東京都港区芝公園３丁目４-３０ 945 5.13

青木　達也 大阪市北区 660 3.59

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１７－６ 546 2.97

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 486 2.64

吉田知広 大阪市淀川区 402 2.18

日本ハム株式会社 大阪市北区梅田２丁目４-９ 218 1.19

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯ

ＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００４４

240GREENWICH STREET,NEW YORK,

NY10286,U.S.A
187 1.02

ハークスレイ取引先持株会 大阪市北区鶴野町３番10号 178 0.97

計 － 13,375 72.66

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 3,635,200

（相互保有株式）

普通株式 46,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,353,300 183,533 同上

単元未満株式 普通株式 14,764 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  22,050,064 － －

総株主の議決権  － 183,533 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株（議決権の数24個）含まれて
おります。又、「単元未満株式」の欄には、自己株式50株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合　　（％）

（自己保有株式）

　㈱ハークスレイ

大阪市北区鶴野町

３番10号
3,635,200 － 3,635,200 16.48

（相互保有株式）

　㈱ほっかほっかフーヅ

高知県高知市旭駅

前町43－４
46,800 － 46,800 0.21

計 － 3,682,000 － 3,682,000 16.69
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 60 33,000

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。
 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係
る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（単元未満株式の買増請求による買増）

40 18,840 － －

保有自己株式数 3,635,250 － 3,635,250 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡しによる株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡し及び新株予約権の行使による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、経済情勢や業績の変動が生じても安定

的な配当を行うことが株主の皆さまの利益に合致すると考えております。また、財務体質強化のための内部留保金の確

保並びに将来の事業拡大のための資金を総合的に勘案のうえ、利益配分を行うことを基本方針としております。

具体的には、各種経営指標を勘案しますが、連結配当性向として20％を基本としております。

また当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

内部留保金の使途につきましては、将来の事業拡大と経営基盤、財務体質強化のために有効に活用し、企業競争力の

強化に取り組んでまいります。

当社は、「取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2022年11月14日

取締役会決議
165 9

2023年６月20日

定時株主総会決議
165 9
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスをステークホルダーに対する企業価値の最大化を図るための経営統治機能と位置

付けております。経営統治機能の確立に向けて、迅速な意思決定と業務執行に対する監督機能に重点を置き、透明性を

高めるとともに経営環境の変化に迅速、且つ柔軟に対応できる体制の確立に努めております。さらに社内への法令遵守

の意識教育を徹底し、企業倫理に根ざした事業活動を推進することにより、企業としての信頼性の確保に取り組んでお

ります。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社の提出日現在における企業統治の体制の模式図は、以下のとおりであります。

 

 

（a）企業統治の体制の概要

ａ.取締役会

　当社の取締役会は、代表取締役会長兼社長 青木達也が議長を務めております。その他メンバーは取締役 澤田忠

雄、取締役 石井実、取締役 岩嵜智彦、社外取締役 酒井豊、社外取締役 道畑富美の取締役６名（うち社外取締役

２名）で構成されており、毎月１回定時取締役会のほか、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取

締役会は、法令・定款に規定するもののほか、取締役会規程に基づき重要事項を決議し、各取締役の業務執行の状

況を監督しております。また、取締役会には、すべての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監視できる体

制となっております。

　当社は、取締役会が実効的にその役割を果たしているか検証するとともに、取締役会の機能強化を図り、実効性

をさらに高めることを目的 に、2022年度より取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しています。

 

≪取締役会の実効性が確保できていると評価されるポイント（2022年度の分析・評価結果の概要）≫

i　取締役会の構成と運営

　自由闊達な議論、多様性が確保された取締役会の構成についての評価が高いなど、取締役会の運営・構成につ　

いては問題がないと認識されています。
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ⅱ　経営戦略と事業戦略

　重要議題の審議に必要な情報提供、戦略のモニタリングに関しては、取締役会に適切な情報共有がなされ、適　

切に監視・監督できていると考えられます。

ⅲ　業績モニタリングと経営陣の評価・報酬

　締役会に提示される業績指標が適切であることを確認していることが認識されています。

 

≪取締役会の機能強化を図り、実効性をさらに高めていくための今後の課題≫

ⅰ　人財戦略強化に関する進捗の監督

ⅱ　ROICをはじめ経営管理のさらなる高度化

ⅲ　サステナビリティ課題・KPIの進捗の監督

ⅳ　事業ポートフォリオ戦略に基づく、育成・新規事業の十分な審議を踏まえた意思決定

 

ｂ.監査役会

　当社は監査役会制度を採用しております。常勤社外監査役 米田憲弘、社外監査役 鈴鹿良夫、社外監査役 辻本健

二の常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成されており、３名全員が社外監査役であります。監査役会は２ケ

月に１回の定例監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。社外監査役の３名は取締役会の

ほか重要な会議に出席し、監視できる体制となっております。また、内部監査室及び会計監査人と定期的に情報交

換を行っており、監査機能の向上を図っております。

 

c.戦略会議

　経営戦略上の重要課題・重要案件を審議するための機関として戦略会議を設置しております。代表取締役参加の

上で毎月１回以上開催しております。

　重要課題としては「事業戦略の動向」「グループ人財採用育成」「社内環境整備・従業員エンゲージメント」

「IR戦略及びリスクマネジメント」等、重要案件としては「一定金額以上の投融資案件」等が対象です。取締役会

の事前に戦略会議で重要案件審議を行うことにより、取締役会の実効性を高めてまいります。「リスクマネジメン

ト」に関しては、マテリアリティに関連するリスクおよびその他の事業リスク・財務リスクについて年１回、社外

取締役・監査役の意見も踏まえ、「主要リスクの選定、およびその重要性（影響度・緊急度）の判定に係る承認」

を行います。

 

d.内部監査室

　当社は、内部監査機能の充実、強化を図るため、独立した内部監査室を設置しております。

内部監査室は、内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効果的に達成するため、当事業年度の内部監

査計画に基づいて業務執行が適正かつ効率的に行われているかを監査しております。また、内部監査部門は、財務

報告に係る内部統制についての内部統制評価手続を併せて実施しております。（内部監査室は２名／2023年3月末現

在）。また、内部監査の結果や財務報告に係る内部統制の評価結果等は代表取締役会長兼社長、各担当役員、取締

役会に報告するとともに、監査役会にも報告され、監査役監査、会計監査との連携を図っています。

 

e.指名・報酬委員会

　取締役の指名・報酬に係る評価及び決定プロセスの公平性、透明性、客観性を担保することにより、取締役会の

監督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図るため、新たに指名・報酬委員会を2023 年 1

月 17 日に設置いたしました。指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選定された 3 名以上の取締役で構成

し、その過半数は独立社外取締役とします。また、取締役会の決議により、取締役である委員の中から委員長を選

定しております。指名・報酬委員会は1年に１回以上、必要に応じて開催いたします。

 

≪指名・報酬委員会の役割≫

ⅰ　取締役会の構成・バランスに関する事項

ⅱ　取締役の選任及び解任に関する事項

ⅲ　代表取締役及び役付取締役の選定及び解職に関する事項・社外取締役の独立性判断基準に関する事項

ⅳ　取締役の報酬等を決定するにあたっての方針及び手続に関する事項・取締役の報酬等に関する事項・その

他、　取締役会が必要と認めた事項
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f.サステナビリティ委員会

　当社グループは、企業を取り巻く環境が大きく変化する中、持続可能な社会の実現と企業の持続的成長を両立し

ていくことが重要な経営課題であるとの認識に立ち、当社の環境・社会への取り組みをより一層強化するため「サ

ステナビリティ委員会」を設置しております。

 

g.危機管理連絡協議会

　当社グループは、企業価値に多大な影響を及ぼすおそれのある事故・災害に関し危機管理規程を定め、対応手順

をマニュアル化し、情報の混乱や連絡ミスを防止することによって迅速かつ適切に対応するため「危機管理連絡協

議会」を設置しております。万一、事故や災害が発生した場合には、危機管理規程に基づき、直ちに危機管理協議

会を開催し、被害ならびに社会的混乱などの影響を最小化するために、予防対策ならびに事後対策を講じます。

 

（b）当該体制を採用する理由

　当社は上記の模式図のとおり、当社取締役会の監督機能の向上を図り、経営の効率性を高め当社グループのさら

なる企業価値の向上を目指すことを目的として、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充実させるため、本体

制を採用いたしました。

 

③企業統治に関するその他の事項

　当社の内部統制システムは、組織規程に基づき各組織を配置するとともに、業務権限が集中しないよう組織を構

成しております。また、意思決定に際しては職務権限および決裁手続規程などに基づいた運用、承認の手続きを実

施しております。なお、当社では取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その

他会社の業務の適正を確保するための体制を策定しております。

　当社のリスクマネジメント体制は、経営戦略上の主要リスクの選定及びその重要性（影響度・緊急度）の判定に

係る機関として戦略会議を設置しております。また、総務部長を中心に各部署の主要メンバーで構成された危機管

理連絡協議会を設置し、当社における危機管理体制を明確にすることで、リスクを未然に防ぎ、万一問題が発生し

た場合には、損害を最小限にとどめるための対応策を検討することを目的としております。

　また、当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備は下記のとおりです。

(a) 子会社において、当社グループ経営に重大な影響を与える事態が発生した場合またはそのおそれがある場合の

対策組織の編成方法を整備し、有事の対応を迅速に行うことで、損害・影響が最小となるよう努めております。

(b) 子会社の経営における自主自立を尊重しつつ、一方で、グループ全体の連帯性の強化も図ることによって、グ

ループ全体の拡大発展が遂げられるよう、関係会社管理規程を定めております。そのうえで、子会社運営のための

指導にあたります。

(c) 子会社の取締役等の職務執行に係る事項が、随時当社に報告されるよう、関係会社管理規程に基づいて、重要

事項について子会社に決裁や報告を求めます。

(d) 子会社の取締役や使用人等が、子会社における法令・定款違反行為を発見した場合には、社内通報先である弁

護士事務所に相談・通報できる内部通報制度を設けて運用しております。

 

④取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

⑤取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席する株主総会において、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決

議は累積投票によらない旨定款に定めております。

　解任決議について、会社法第341条の規定により、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する

株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行われます。

 

⑥株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、また累積投票によらな

いものとする旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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⑦中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元ができるよう、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

⑧自己株式の取得

　当社は自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑨取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十

分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

⑩責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたし

ております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または当該監査役が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失が無いときに限られます。

 

⑪役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当

該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社並びに関連会社の一部を含む全ての取締役・監査役・執行役員

であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の株主代表訴訟及び第三者訴訟等

の損害が填補されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、権

限を逸脱した行為等に起因する損害賠償請求等の場合には填補の対象としないこととしております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性8名　女性1名　（役員のうち女性の比率11％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会長兼社長 青木　達也 1952年６月４日生

1980年３月 当社設立　代表取締役社長

1997年11月 ㈱アサヒ・トーヨー代表取締役社長（現任）

2011年７月 ㈱アサヒ物流（現㈱アサヒL&C）代表取締役会

長

2013年11月 店舗流通ネット㈱代表取締役社長

2016年３月 店舗流通ネット㈱代表取締役会長

2018年12月 ㈱鹿児島食品サービス（現㈱スイセンプロパ

ティ）代表取締役社長

2019年４月 当社代表取締役会長

2019年10月 TRNインベストメント・マネジメント㈱取締

役（現任）

2019年12月 ㈱味工房スイセン代表取締役会長

2020年11月 TRN Capital Management㈱取締役（現任）

2021年２月 ㈱ファースト・メイト取締役（現任）

2021年９月 ㈱ほっかほっか亭総本部代表取締役相談役

（現任）

2022年２月 ㈱鹿児島食品サービス（現㈱スイセンプロパ

ティ）代表取締役会長（現任）

2022年４月 ㈱アサヒL&C代表取締役相談役（現任）

2022年４月 ㈱アニー取締役（現任）

2022年４月 TRNシティパートナーズ㈱取締役（現任）

2022年４月 当社代表取締役会長兼社長（現任）

2022年11月 稲葉ピーナツ㈱取締役（現任）

2022年11月 ㈱谷貝食品 取締役（現任）

2022年11月 ㈱アイファクトリー取締役（現任）

2023年４月 店舗流通ネット㈱代表取締役相談役（現任）

2023年４月 ㈱味工房スイセン代表取締役相談役（現任）
　

(注)１ 660

取締役 澤田　忠雄 1958年９月25日生

2004年５月 当社入社

2005年７月 当社執行役員営業第一統括部部長

2007年６月 ㈱アサヒ物流（現㈱アサヒL&C）取締役

2008年４月 ㈱アサヒ物流（現㈱アサヒL&C）常務取締役

2008年６月 当社取締役（現任）

2011年７月 ㈱アサヒ物流（現㈱アサヒL&C）代表取締役

社長

2018年12月 ㈱鹿児島食品サービス（現㈱スイセンプロパ

ティ）取締役（現任）

2021年１月 ㈱アサヒ・トーヨー取締役（現任）

2022年４月 ㈱アサヒL&C代表取締役会長兼社長（現任）
　

(注)１ 13

取締役 石井　実 1970年３月６日生

1993年４月 昭和リース㈱入社

2002年６月 TRNコーポレーション㈱（現 店舗流通ネット

㈱）入社

2004年１月 同取締役

2005年11月 店舗流通ネット㈱代表取締役社長

2010年３月 TRNコーポレーション㈱（現 店舗流通ネット

㈱）代表取締役副社長

2012年３月 店舗流通ネット㈱取締役

2014年５月 同代表取締役常務

2016年３月 同代表取締役社長

2019年10月 TRNインベストメント・マネジメント㈱代表

取締役社長（現任）

2020年11月 店舗流通ネット㈱代表取締役

※TRNグループ統括の役割を担う。

2020年11月 TRN Capital Management㈱取締役

2021年３月 ㈱アニー取締役（現任）

2022年３月  TRN Capital Management㈱代表取締役社長

（現任）

2022年４月 TRNシティパートナーズ㈱代表取締役社長

（現任）

2022年６月 当社取締役（現任）

2023年４月 店舗流通ネット㈱代表取締役会長（現任）
　

(注)１ 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 岩嵜　智彦 1978年5月21日生

2001年４月 当社入社

2015年10月 当社西日本統括本部近畿直営統括部部長

2016年７月 当社西日本統括本部近畿直営統括部部長兼九

州統括本部九州統括部部長

2017年10月 当社営業統括本部第１ブロックゼネラルマネ

ジャー

2020年４月 当社執行役員営業統括本部副本部長兼第１ブ

ロックゼネラルマネジャー

2020年11月 店舗流通ネット㈱取締役（現任）

2021年４月 当社常務執行役員営業統括本部副本部長兼ゼ

ネラルマネジャー

2021年９月 ㈱ほっかほっか亭総本部代表取締役社長

（現任）

2022年６月 当社取締役（現任）
　

(注)１ 0

取締役 酒井　　豊 1944年１月29日生

1966年４月 三洋電機㈱入社

1975年９月 大阪府議会議員

1975年11月 大阪府トラック協会相談役

1983年４月 自民党大阪府議会議員団政調会長

1988年４月 自民党大阪府議会議員団幹事長

1990年６月 第86代大阪府議会議長

1997年11月 自民党大阪府連幹事長

2001年６月 堂島不動産㈱取締役

2005年１月 自民党本部新憲法起草委員会委員

2015年６月

2016年６月

堂島不動産㈱代表取締役（現任）

当社取締役（現任）
　

（注）

1、２
3

取締役 道畑　富美 1961年４月1日生

1987年４月 レストラン西武㈱（現コンパスグループ・
ジャパン㈱）入社

1991年７月 外食・中食の業態開発事業、食品・農産物の
マーケティング事業開業

1994年７月 ㈱カサクリエイティブネット取締役

2003年７月 Foodbiz-net.com代表（現任）

2009年４月 東洋大学国際地域学部専任講師

2011年６月 一般社団法人日本惣菜協会ホームミールマイ
スター資格委員

2012年７月 水産庁産地協議会　中間支援機能育成対策検
討委員会委員

2015年４月 外国人技能実習制度惣菜製造業技能評価委員
会委員

2016年４月 東洋大学国際地域学部非常勤講師

2017年５月

 
㈱Global Product Explorer Japan （ 現

Foodbiz-net㈱）代表取締役（現任）

2018年６月 当社取締役（現任）
　

（注）

1、２、

７

3

常勤監査役 米田　憲弘 1961年９月20日生

1985年４月 ㈱埼玉銀行（現㈱りそな銀行）大阪支店入行

2008年４月 同天六・都島エリア営業第三部長

2008年10月 同都島・城東エリア営業第三部長

2009年７月 同枚方・寝屋川エリア営業第四部長

2011年７月 同箕面エリア営業部長

2014年11月 りそなカード㈱関西営業部長

2017年10月 同カード審査部兼大阪管理部統括部長

2021年２月 当社経営企画室顧問

2021年６月 ㈱アサヒL&C監査役（現任）

2021年６月 ㈱アサヒ・トーヨー監査役（現任）

2021年６月 当社常勤監査役（現任）

2021年９月 ㈱ほっかほっか亭総本部監査役（現任）

2022年４月 店舗流通ネット㈱監査役（現任）
　

（注）

３、６
1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 鈴鹿　良夫 1952年10月28日生

1975年４月 国税庁入庁

1997年７月 西日本旅客鉄道㈱財務部財務室長

2001年７月 税務大学校教育第二部教授

2003年７月 舞鶴税務署長

2008年７月 国税庁長官官房大阪派遣監督評価官室長

2011年７月

2012年７月

尼崎税務署長

大阪国税局課税第二部部長

2013年９月

2014年６月

2015年６月

2019年８月

鈴鹿税理士事務所 開業（現任）

当社監査役（現任）

グンゼ㈱監査役（現任）

㈱辰巳商会監査役（現任）
　

（注）

３、５
7

監査役 辻本　健二 1947年11月８日生

1970年４月 生産性関西地方本部（現公益財団法人関西生
産性本部）入局

1997年５月 同理事

2001年５月 同専務理事

2013年６月

 
2017年６月

2019年６月

公益財団法人関西生産性本部特別顧問（現
任）

レンゴー㈱監査役

当社監査役（現任）
　

（注）

３、４
4

計 695
 
（注）１．2022年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

ただし、定款の定めにより増員又は補欠として選任された取締役の任期は、在任取締役の任期の満了する

時までとなっております。

２．取締役酒井豊氏、道畑富美氏は、社外取締役であります。

３．監査役米田憲弘氏、鈴鹿良夫氏、辻本健二氏は、社外監査役であります。

４．2023年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．2022年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．2021年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．取締役道畑富美氏の戸籍上の氏名は、笠本富美であります。

８. 当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

山口　裕敬 1961年11月５日生

2013年４月　当社入社　営業推進室室長

2019年４月　当社品質管理室室長

当社経営企画室次長

2021年１月　当社内部監査室室長（現任）

2022年11月　稲葉ピーナツ㈱監査役（現任）

（注） －

　（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。

 

②社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　当社の社外取締役である酒井豊氏は、長年にわたる公職での豊富な経験と見識を当社取締役会での議論に活かしてい

ただくとともに、社外取締役として当社経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督に十分な役割を果たしていた

だけるものと考え社外取締役に選任いたしております。同氏は、堂島不動産㈱の代表取締役でありますが、当社と堂島

不動産㈱との間には重要な取引その他の関係はありません。また、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届

け出ております。

　当社の社外取締役である道畑富美氏は、長年にわたる「食」に関わる事業において豊富な経験と見識を有しており、

社外取締役として当社経営の重要事項の決定及び業務遂行に対する監督に十分な役割を果たしていただけるものと考

え、社外取締役に選任いたしております。同氏は、Foodbiz-net.comの代表及びFoodbiz-net㈱の代表取締役であります

が、当社とFoodbiz-net.com及びFoodbiz-net㈱との間には重要な取引その他の関係はありません。また、株式会社東京

証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　当社の社外監査役である米田憲弘氏は、財務及び会計に相当の知見を有しており、また金融機関出身者として専門的

見地から、当社の各所管部署を幅広く検証しております。なお、同氏と当社には特別の利害関係はありません。
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　当社の社外監査役である鈴鹿良夫氏は、過去に国税局、税務署長を歴任した豊富な経験、知見を当社の監査に反映し

ていただけるものと考え社外監査役に選任いたしております。なお、同氏と当社には特別の利害関係はありません。ま

た、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　当社の社外監査役である辻本健二氏は、生産性向上・労使関係等に関する深い知識と経験を有しており、それらを当

社の監査に反映していただけるものと考え社外監査役に選任いたしております。なお、同氏と当社には特別の利害関係

はありません。また、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

社外取締役及び社外監査役の株式所有については、①役員一覧に記載のとおりであります。

社外取締役及び社外監査役の選任について、独立性に関する基準又は方針はないものの、選任にあたっては、株式

会社東京証券取引所に届出を行っております独立役員の選定時の当社基準を参考にして選任しております。

なお、当社が設定しております同基準は以下のとおりです。

一、取引額の設定       年間取引額（連結）の２％以内であること

一、報酬額の設定       過去５年間に年間報酬額10百万円以内であること

一、関連当事者の設定   グループの取締役の２親等以内に該当しないこと

発行済株式数の10%以上の所有者に該当しないこと

一、寄付、融資等       融資額、寄付額ともに年額１百万円以内であること

当社は重要な経営判断については、原則として全取締役が出席する取締役会で審議し決定いたしております。当社

は、合理的且つ効率的な意思決定を行うため、また、中核事業である持ち帰り弁当事業のパイオニアとして、当業界

及び社内事情に精通した社内取締役を中心に取締役会を構成しておりましたが、経営管理機能として、大所高所の立

場から経営管理機能を果たし、充分にその機能を発揮するため社外取締役を登用するとともに、コーポレート・ガバ

ナンスの充実の観点から、社外監査役を登用いたしております。

社外監査役におきましては、内部監査室、会計監査人と定期的に情報交換を行っております。

 

③社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部

門との関係

　社外取締役は、取締役会において内部統制に関する助言を適宜行うことで、取締役会を通じて内部統制システムに対

する監督機能を果たしております。非常勤の社外監査役は、常勤の社外監査役と緊密に連携し、監査役会において内部

統制に関する助言を適宜行うことで、監査役会を通じて内部統制システムに対する監査機能を果たしております。ま

た、監査役会を通じて情報を共有することで、内部監査室及び会計監査人と相互に連携し、監査の充実を図っておりま

す。

 

（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

　当社は監査役会制度を採用しております。常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成されており、３名全員が社

外監査役であります。常勤の社外監査役が中心となり、年次の監査計画に基づき監査役監査を実施しております。ま

た、内部監査室及び会計監査人と定期的に情報交換を行っており、連携して監査機能の向上を図っております。

 

②内部監査の状況

　当社は、代表取締役会長兼社長直轄の部署として独立した内部監査室を設置しております。内部監査室（２名／

2023年3月末現在）では、監査役及び会計監査人と連携し、年次の内部監査計画に基づき、当社およびグループ会社を

対象に、業務の執行状況を監査しております。グループ会社の監査については対象会社に内部監査部門がある場合は

連携し、リスクの重要度および影響度を踏まえて優先順位の高いものを対象としております。また財務報告に係る内

部統制についての内部統制評価手続を併せて実施しております。内部監査の結果や財務報告に係る内部統制の評価結

果等は、代表取締役会長兼社長及び各担当役員に報告するとともに、内部監査室から取締役会及び監査役会に対して

直接報告を行うデュアル・レポーティング体制も採用しており、取締役会及び監査役会の機能発揮を図っておりま

す。

 

③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　協立神明監査法人

 

ｂ．継続監査期間

　４年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

　公江　正典

　鈴木　宏

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士13名、その他４名であります。
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ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社における監査法人の選定方針と理由は、当社との利害関係の有無、職業的専門家としての専門能力、審査体

制及び独立性の保持を含む品質管理、監査報酬等を総合的に検討を行い、選定しております。

 

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価により監査法人の監査の方

法、及び結果は相当であると認識しております。

 

④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 32 － 32 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 32 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ.を除く）

　該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　該当事項はありません。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をした

理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう

かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

 

（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は次の通りです。

1．基本方針

　当社取締役の報酬は企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能するよう株主利益と連動した報酬

体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体

的には、固定報酬としての基本報酬及び業績連動報酬により構成する。

2．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　当社の取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の実績、従業

員給与の水準をも考慮しながら、総合的に決定するものとする。

3．業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　業績連動報酬等に関しては、各事業年度の営業利益の目標値に対する達成度合いと、その他経済情勢、当社を取

り巻く環境及び各取締役の職務内容を非業績指標としてこれに加味し、相当と思われる額を賞与として毎年一定の

時期に支給する。

4．基本報酬及び業績連動報酬の割合の決定に関する方針

　株主と経営者の利害を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与するために、最も適切な支給割合となることを方

針とする。

5．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額に関しては取締役会決議に基づき代表取締役会長がその具体的内容について委任をうけるものと

し、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価按分とす

る。これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締

役会長が最も適しているからである。取締役会は、当該権限が代表取締役会長によって適切に行使されるよう、指

名・報酬委員会に諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役会長は、当該答申の内容を尊重して

決定をしなければならないこととする。
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② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
16 15 1 － 4

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － －

社外役員 23 20 3 － 6
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が株式の価値の変動または株式の配当により利益を得る純投資目的である投資株式と純投資目

的以外の目的である投資株式に区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、継続的な関係強化または取引先として事業上の取り組みの強化を目的に保有しております。また、保有

の適否は保有意義、取引状況、保有に伴う便益等を精査の上判断しております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 146

非上場株式以外の株式 5 294

 

　（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 6 子会社取得による増加

 

　（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 3 106

 

ｃ．特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 
特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱みずほフィナン
シャルグループ

100,000 100,000
継続的な関係強化を目的に保有 無

187 156

㈱三菱ＵＦＪフィナ
ンシャルグループ

45,000 45,000
継続的な関係強化を目的に保有 無

38 34

㈱りそなホールディ
ングス

40,200 40,200
継続的な関係強化を目的に保有 無

25 21

㈱バローホールディ
ングス

12,144 － 取引先として事業上の取り組み強化を目
的に保有
子会社取得による増加

無
23 －

日本ハム㈱
5,000 5,000 取引先として事業上の取り組み強化を目

的に保有
有

19 20

㈱ＳＢＩ新生銀行
－ 33,400 継続的な関係強化を目的に保有しており

ましたが、当事業年度に全株を売却して
おります。

無
－ 74

㈱三井住友フィナン
シャルグループ

－ 4,000 継続的な関係強化を目的に保有しており
ましたが、当事業年度に全株を売却して
おります。

無
－ 15

中央化学㈱
－ 20,000 取引先として事業上の取り組み強化を目

的に保有しておりましたが、当事業年度
に全株を売却しております。

有
－ 6

（注）定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は、保有目的、経済合理性、取引状況等に

より検証しております。
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③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 5 1,396 3 1,167

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 60 － △51
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2022年４月１日から2023年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2022年４月１日から2023年３月31日まで）の財務諸表について、協立神明監査法人

による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入し、開示書類作成等のセミナーに定期的に参加する等しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

 42/100



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  11,592  11,680

受取手形、売掛金及び契約資産 ※４      1,083 ※４      2,683

商品及び製品 ※３,※５    5,553 ※３,※５    7,087

原材料及び貯蔵品 153 543

その他 1,261 1,543

貸倒引当金 △12 △25

流動資産合計 19,632 23,512

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※３    5,451 ※１,※３    6,939

機械装置及び運搬具（純額） ※１      562 ※１      932

工具、器具及び備品（純額） ※１      197 ※１      181

土地 ※３    9,455 ※３   13,260

リース資産（純額） ※１       38 ※１       45

建設仮勘定 2 72

有形固定資産合計 15,707 21,432

無形固定資産   

借地権 ※３    3,480 ※３    3,480

のれん 290 662

その他 190 218

無形固定資産合計 3,961 4,360

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２    3,315 ※２    3,721

長期貸付金 7 5

敷金及び保証金 ※３,※７    4,800 ※３,※７    4,827

繰延税金資産 462 241

長期未収入金 585 537

退職給付に係る資産 － 89

その他 252 298

貸倒引当金 △562 △513

投資その他の資産合計 8,862 9,209

固定資産合計 28,531 35,002

資産合計 48,164 58,514
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,714 2,905

１年内償還予定の社債  10  24

短期借入金 ※３    2,450 ※３    3,507

１年内返済予定の長期借入金 ※３    1,363 ※３    1,924

未払金 169 389

未払法人税等 309 278

未払消費税等 181 171

賞与引当金 192 250

その他 2,174 2,487

流動負債合計 8,564 11,939

固定負債   

社債  10  65

長期借入金 ※３,※５,※７   12,832 ※３,※５,※７   18,693

長期預り保証金 4,259 4,483

繰延税金負債 209 55

退職給付に係る負債 23 21

資産除去債務 409 508

その他 ※６      234 ※６      187

固定負債合計 17,978 24,013

負債合計 26,542 35,952

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,036 4,036

資本剰余金 3,971 3,971

利益剰余金 16,207 16,960

自己株式 △2,501 △2,501

株主資本合計 21,714 22,467

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △99 92

その他の包括利益累計額合計 △99 92

新株予約権 6 2

純資産合計 21,621 22,562

負債純資産合計 48,164 58,514
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

売上高 ※１   31,722 ※１   35,613

売上原価 20,888 23,091

売上総利益 10,834 12,522

販売費及び一般管理費 ※２    9,739 ※２   11,061

営業利益 1,095 1,460

営業外収益   

受取利息 0 1

受取配当金 40 95

投資有価証券売却益 － 46

受取賃貸料 14 20

業務委託契約解約益 160 29

持分法による投資利益 13 －

助成金収入 118 50

その他 165 151

営業外収益合計 514 394

営業外費用   

支払利息 50 61

賃貸費用 2 0

業務委託契約解約損 8 －

支払手数料 120 107

持分法による投資損失 － 24

その他 48 82

営業外費用合計 230 276

経常利益 1,379 1,579

特別利益   

固定資産売却益 ※３      5 ※３      0

投資有価証券売却益 1 －

受取和解金 23 15

受取補償金 － 16

その他 0 12

特別利益合計 29 45

特別損失   

固定資産売却損 ※４      6 ※４      0

固定資産除却損 ※５     42 ※５     70

減損損失 ※６     63 ※６     83

その他 10 16

特別損失合計 123 170

税金等調整前当期純利益 1,285 1,453

法人税、住民税及び事業税 378 372

法人税等調整額 △71 33

法人税等合計 307 405

当期純利益 978 1,047

親会社株主に帰属する当期純利益 978 1,047
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当期純利益 978 1,047

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △105 187

持分法適用会社に対する持分相当額 4 3

その他の包括利益合計 ※   △100 ※   191

包括利益 877 1,238

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 877 1,238
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,036 3,971 15,302 △2,501 20,809

当期変動額      

剰余金の配当   △73  △73

親会社株主に帰属する当期
純利益   978  978

自己株式の取得     －

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 904 － 904

当期末残高 4,036 3,971 16,207 △2,501 21,714

 

     

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1 1 5 20,816

当期変動額     

剰余金の配当    △73

親会社株主に帰属する当期
純利益    978

自己株式の取得    －

自己株式の処分    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△100 △100 0 △100

当期変動額合計 △100 △100 0 804

当期末残高 △99 △99 6 21,621
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当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,036 3,971 16,207 △2,501 21,714

当期変動額      

剰余金の配当   △294  △294

親会社株主に帰属する当期
純利益   1,047  1,047

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    0 0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 752 △0 752

当期末残高 4,036 3,971 16,960 △2,501 22,467

 

     

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △99 △99 6 21,621

当期変動額     

剰余金の配当    △294

親会社株主に帰属する当期
純利益    1,047

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

191 191 △3 188

当期変動額合計 191 191 △3 941

当期末残高 92 92 2 22,562
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,285 1,453

減価償却費 841 932

のれん償却額 58 114

固定資産売却損益（△は益） 1 0

固定資産除却損 42 70

減損損失 63 83

投資有価証券売却損益（△は益） － △46

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △43

賞与引当金の増減額（△は減少） 20 6

受取利息及び受取配当金 △41 △96

支払利息 50 61

持分法による投資損益（△は益） △13 24

売上債権の増減額（△は増加） 268 △422

棚卸資産の増減額（△は増加） △281 △774

仕入債務の増減額（△は減少） △88 218

前受収益の増減額（△は減少） 92 64

未払金の増減額（△は減少） △284 229

未払費用の増減額（△は減少） △112 178

未収消費税等の増減額（△は増加） 151 △113

未払消費税等の増減額（△は減少） 100 △12

その他 593 151

小計 2,742 2,079

法人税等の支払額 △180 △431

法人税等の還付額 155 28

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,717 1,675

投資活動によるキャッシュ・フロー   

利息及び配当金の受取額 42 96

有形固定資産の取得による支出 △1,314 △5,523

有形固定資産の売却による収入 129 248

無形固定資産の取得による支出 △3,331 △85

投資有価証券の取得による支出 △1,440 △252

投資有価証券の売却による収入 205 103

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出
－ ※２ △2,668

その他 ※３    342 96

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,367 △7,983

財務活動によるキャッシュ・フロー   

利息の支払額 △51 △62

短期借入金の純増減額（△は減少） 750 817

長期借入れによる収入 10,799 7,340

長期借入金の返済による支出 △2,379 △1,486

社債の償還による支出 △10 △17

自己株式の取得による支出 － 0

配当金の支払額 △73 △294

その他 △52 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,981 6,241

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,331 △65

現金及び現金同等物の期首残高 5,108 11,440

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,440 ※１ 11,374
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　13社

㈱ほっかほっか亭総本部

㈱味工房スイセン

㈱ファースト・メイト

店舗流通ネット㈱

㈱アニー

ＴＲＮ　Ｃａｐｉｔａｌ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ㈱

ＴＲＮインベストメント・マネジメント㈱

ＴＲＮシティパートナーズ㈱

㈱スイセンプロパティ

㈱アサヒＬ＆Ｃ

稲葉ピーナツ㈱

㈱谷貝食品

㈱アイファクトリー

（注）上記のうち、ＴＲＮシティパートナーズ㈱は当連結会計年度において新たに設立したことにより、連結の

範囲に含めております。また、稲葉ピーナツ㈱及び㈱アイファクトリーについては、当連結会計年度において

全株式を取得したことにより連結子会社となったため、両社及び稲葉ピーナツ㈱の完全子会社である㈱谷貝食

品の３社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

　　持分法適用の関連会社の数　3社

 ㈱アサヒ・トーヨー

 ㈱ほっかほっかフーヅ

 ＴＲＮ２特定目的会社

（注）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

時価法

ハ　棚卸資産

商品及び製品、原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

販売用不動産については、個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しており、賃貸に供している物件については、有形固定資産に準じて減価償却

を行っております

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、一部の有形固定資産については、種類別の使用可能期間に基づく耐用年数とする定額法を採用してお

ります。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　２～50年
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ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

連結子会社の退職給付について、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

また、連結子会社のうち１社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、１社は確定給付型

企業年金制度に加入しており、１社は従業員退職金の全額について中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。

（５）重要な収益及び費用の計上基準

①持ち帰り弁当事業

持ち帰り弁当事業においては、主に商品の販売を行っており、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識し

ております。なお、フランチャイズ加盟店からの加盟料収入については、加盟契約期間にわたり収益を認識し

ております。また、商品販売時に、他社が運営するポイントを顧客に付与した場合においては、第三者のため

に回収する額を控除した純額の収益を認識しております。

②店舗アセット＆ソリューション事業

店舗アセット＆ソリューション事業においては、主に飲食店舗における業務委託型店舗運営及び飲食店舗ビ

ルの賃貸管理サービスを行っており、顧客への財の提供は、履行義務の充足に応じて収益を認識しておりま

す。なお、顧客から受け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま

す。

③物流・食品加工事業

物流・食品加工事業においては、主に物流事業及び食品加工事業等を行っており、顧客への財の提供は、履

行義務の充足に応じて収益を認識しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息

ハ　ヘッジ方針

金融機関からの借入金の一部について、ヘッジ対象の金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップ

を利用しております。

ニ　ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

（７）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生日以後、その効果の発現する期間を見積もり、10年以内で均等償却しており

ます。

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金・要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか伴わない短期的な投資からなっております。

（９）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。
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（重要な会計上の見積り）

固定資産の減損に係る見積り

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

減損損失 63 83

有形固定資産 15,707 21,432

無形固定資産 3,961 4,360

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

当社企業グループは、主に独立してキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基準にして、資産をグルーピングし

ております。

土地・建物等の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られ

る割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。

判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価

額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失

として認識します。

②翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

自然災害等の予測不能な事象の発生により、実績と事業計画が著しく乖離した場合には、新たに減損の兆候がある

と認められ、減損損失を認識する必要が生じ、翌会計年度の連結財務諸表に影響を与える恐れがあります。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしまし

た。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（未適用の会計基準等）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等）

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）

 

(1) 概要

その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用される場合の子会社

株式等の売却に係る税効果の取扱いを定めるもの。

(2) 適用予定日

2025年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時

点で評価中であります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

㈱味工房スイセンの不動産賃貸サービスにつきましては、前連結会計年度において「売上高」及び「売上原価」に含

めて表示しておりましたが、2022年３月31日付けで不動産賃貸サービスを㈱スイセンプロパティへ集約したため、金額

の重要性が乏しくなり、当連結会計年度より「受取賃貸料」、「販売費及び一般管理費」及び「賃貸費用」へと表示方

法を変更いたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っており

ます。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において「売上高」に表示していた９百万円は、「営業外収益」の「受

取賃貸料」９百万円、及び「売上原価」に表示していた５百万円は「販売費及び一般管理費」３百万円、「営業外費

用」の「賃貸費用」１百万円として組替えております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響は収束傾向にあり、今後、さらに経済活動の正常化が進むと仮定しております。

なお、当初より当社グループに与える影響は限定的であるとして、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性に係

る会計上の見積りを行っております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 10,898百万円 13,521百万円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

投資有価証券（株式） 1,182百万円 1,202百万円

投資有価証券（出資金） 363 362

 
※３　担保資産及び担保債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

建物及び構築物 2,423百万円 3,277百万円

土地 7,151 7,942

借地権 3,276 3,276

商品及び製品 640 4,426

敷金保証金 3,776 3,858

計 17,268 22,781

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

短期借入金 1,350百万円 1,260百万円

１年内返済予定の長期借入金 784 2,125

長期借入金 8,512 15,432

計 10,647 18,817

上記のほか、１年内返済予定の長期借入金335百万円及び長期借入金3,931百万円に関して、当社の保有する稲葉

ピーナツ㈱の株式が担保に供されております。
 

※４　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、「注記事項(収益認識関係)　

３．(1)契約負債の残高等」に記載しています。

 

※５　金融取引として会計処理した資産及び負債

「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第15号）に基づき、金融取引として会計処理した資産及び負債は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

商品及び製品 1,707百万円 1,707百万円

長期借入金 1,708 1,708
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※６　その他固定負債のうち、契約負債の金額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

契約負債 69百万円 65百万円

 

※７　債権流動化

債権を流動化したことにより調達した資金うち、金融取引として会計処理したものについては、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

長期借入金 4,000百万円 4,000百万円

上記債権の流動化による資金調達の裏付けとして信託拠出した前連結会計年度の債権は、敷金及び保証金4,002

百万円、当連結会計年度の債権は、敷金及び保証金4,003百万円であります。

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客と契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約

から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日

　　至　2023年３月31日）

給料手当 3,713百万円 3,867百万円

賞与 194 155

貸倒引当金繰入額 0 12

賞与引当金繰入額 178 294

退職給付費用 6 △1

支払手数料 1,310 1,518

地代家賃 949 923

水道光熱費 402 517

減価償却費 437 357

 

※３　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物及び構築物 4百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0 －

工具、器具及び備品 0 0

計 5 0

 

※４　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物及び構築物 6百万円 0百万円

その他 0 －

計 6 0
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※５　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物及び構築物 38百万円 61百万円

機械装置及び運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 1

その他 0 －

解体・撤去に係る費用 3 7

計 42 70

 

※６　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

㈱ほっかほっか亭総本部
（大阪府）

店舗（13店舗）
建物及び構築物
工具、器具及び備品等

47

店舗流通ネット㈱（東京都） 店舗（16店舗） 建物及び構築物等 15

合計 63

当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルー

ピングを行っており、遊休資産については当該資産単独でグルーピングを行っております。

上記の資産については、投資の回収が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当連

結会計年度における減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の主な内訳は、建物及び構築物51百万円、工具、器具及び備品11百万円、その他０百万円でありま

す。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローが

見込めないため零として算定しております。

 

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

㈱ほっかほっか亭総本部
（大阪府）

店舗（16店舗）
建物及び構築物
工具、器具及び備品等

74

店舗流通ネット㈱（東京都） 店舗（16店舗） 建物及び構築物等 9

合計 83

当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルー

ピングを行っており、遊休資産については当該資産単独でグルーピングを行っております。

上記の資産については、投資の回収が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当連

結会計年度における減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の主な内訳は、建物及び構築物69百万円、工具、器具及び備品４百万円、その他９百万円でありま

す。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローが

見込めないため零として算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △105百万円 187百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 △105 187

税効果額 － －

その他有価証券評価差額金 △105 187

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 4 3

組替調整額 － －

持分法適用会社に対する持分相当額 4 3

その他の包括利益合計 △100 191
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 

当連結会計年度期首

株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度末

株式数

（千株）

 発行済株式     

    普通株式 11,025 11,025 － 22,050

        合計 11,025 11,025 － 22,050

 自己株式     

普通株式 （注） 1,825 1,825 － 3,650

        合計 1,825 1,825 － 3,650

（注）１．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

　　　２．普通株式の発行済株式総数の増加11,025千株は株式分割によるものであります。

　　　３．普通株式の自己株式数の増加1,825千株は株式分割によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

2015年　ストック・

オプションとしての

新株予約権

－ － － － － 2

2019年　ストック・

オプションとしての

新株予約権

－ － － － － 3

合計 － － － － － 6

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年11月10日

取締役会
普通株式 73 ８ 2021年９月30日 2021年12月１日

（注）2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につきま

しては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月22日

定時株主総会
普通株式 128 ７ 2022年３月31日 2022年６月23日
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当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 

当連結会計年度期首

株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度末

株式数

（千株）

 発行済株式     

    普通株式 22,050 － － 22,050

        合計 22,050 － － 22,050

 自己株式     

普通株式 （注） 3,650 0 0 3,650

        合計 3,650 0 0 3,650

（注）普通株式の自己株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　　　普通株式の自己株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

2019年　ストック・

オプションとしての

新株予約権

－ － － － － 2

合計 － － － － － 2

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月22日

定時株主総会
普通株式 128 ７ 2022年３月31日 2022年６月23日

2022年11月14日

取締役会
普通株式 165 ９ 2022年９月30日 2022年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年６月20日

定時株主総会
普通株式 165 ９ 2023年３月31日 2023年６月21日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

現金及び預金勘定 11,592百万円 11,680百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △152 △305

計 11,440 11,374

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

株式の取得により新たに稲葉ピーナツ㈱、㈱アイファクトリー及び稲葉ピーナツ㈱の完全子会社である㈱谷貝食
品を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との
関係は次のとおりであります。

 

流動資産 4,515百万円

固定資産 2,049 

のれん 486 

流動負債 △1,597 

固定負債 △716 

負ののれん発生益 △0 

孫会社株式 △387 

株式の取得価額 4,350 

アドバイザリー費用 166 

現金及び現金同等物 △1,848 

差引：取得のための支出 2,668 

 
※３ 合併により引き継いだ資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

前連結会計年度に合併したアルヘイムより引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。また、
合併により増加した資本金及び資本剰余金はございません。

流動資産 32百万円

　　資産合計 32 

流動負債 911 

　　負債合計 911 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

持ち帰り弁当事業における器具及び備品、業務用車両（車両運搬具）等、店舗アセット＆ソリューション事業

における器具及び備品等であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項　（２）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に安全性の高い

金融資産で運用し、また運転資金は銀行借入により調達しております。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証券は、主に運用目的の

株式及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資及び運転

資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済期限は決算日後、最長で９年後であります。

デリバティブ取引は、支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (６)重要なヘッジ会計の方法」」を

ご参照下さい。

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

債権管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、各事業部門における営業管理部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、管理部門においてグループ全体の財

務状況、資金繰りを把握し、健全な事業運営を図っております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

借入金について、金利の変動リスクを回避するために、金利スワップを利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理してお

ります。連結子会社においても同様に流動性リスクを管理しております。

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2022年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１)投資有価証券（*2） 1,497 1,497 －

(２)敷金及び保証金 4,800 4,684 △116

資 産 計 6,297 6,181 △116

(１)長期借入金（１年内返済予定を含む）(*3) 14,195 14,163 △32

(２)長期預り保証金 4,259 4,212 △47

負 債 計 18,454 18,375 △79

 

当連結会計年度（2023年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１)投資有価証券（*2） 1,690 1,690 －

(２)敷金及び保証金 4,827 4,698 △128

資 産 計 6,518 6,389 △128

(１)長期借入金（１年内返済予定を含む）(*3) 20,617 20,607 △9

(２)長期預り保証金 4,483 4,420 △63

負 債 計 25,101 25,027 △73

（*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」については、短期間で決済され

　　るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「(１)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

　　計上額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区 分
前連結会計年度

（2022年３月31日）

当連結会計年度

（2023年３月31日）

投資有価証券   

非上場株式（注１）

出資金(注２）

1,594

224

1,610

420

（注）１．非上場株式については、市場価格がないため、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業

　　　　会計基準適用指針第19号　2020年3月31日）第5項に従い、時価開示の対象としておりません。

　　　２．出資金については、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上しています。そのため、「時価の算定

　　　　に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に従い、時

　　　　価開示の対象に含めておりません。また、出資金に係る連結貸借対照表計上額の合計額は、前連結会計

　　　　年度　224百万円、当連結会計年度　420百万円であります。

 

（*3）一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされております（「デリバティブ取

　　引」参照）
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 11,592 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 1,083 － － －

合計 12,676 － － －

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 11,680 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 2,683 － － －

合計 14,363 － － －

 

 

４．短期借入金、社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 2,450 － － － － －

社債 10 10 － － － －

長期借入金 1,363 1,210 1,662 935 4,594 4,428

合計 3,823 1,220 1,662 935 4,594 4,428

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 3,507 － － － － －

社債 24 14 14 14 14 9

長期借入金 1,924 2,452 2,725 5,564 802 7,147

合計 5,454 2,466 2,739 5,578 816 7,156
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５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれの属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

　（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　　前連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 1,497 － － 1,497

資産計 1,497 － － 1,497

 

　　当連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 1,690 － － 1,690

資産計 1,690 － － 1,690

 

　（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　　前連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 4,684 － 4,684

資産計 － 4,684 － 4,684

長期借入金 － 14,163 － 14,163

長期預り保証金 － 4,212 － 4,212

負債計 － 18,375 － 18,375
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　　当連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 4,698 － 4,698

資産計 － 4,698 － 4,698

長期借入金 － 20,607 － 20,607

長期預り保証金 － 4,420 － 4,420

負債計 － 25,027 － 25,027

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。
敷金及び保証金
敷金及び保証金は償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・

フローと国債利回り等適切な利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。
長期預り保証金
長期預り保証金は償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1)株式 435 344 91

(2)その他 － － －

小計 435 344 91

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1)株式 1,061 1,255 △194

(2)その他 － － －

小計 1,061 1,255 △194

合計 1,497 1,600 △103

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1)株式 1,502 1,358 143

(2)その他 － － －

小計 1,502 1,358 143

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1)株式 187 193 △5

(2)その他 － － －

小計 187 193 △5

合計 1,690 1,551 138

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（1）株式 106 46 －

（2）その他 － － －

合計 106 46 －

 

（デリバティブ取引関係）

 １. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

 ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 金利通貨関連

該当事項はありません。
 

(2) 金利関連

前連結会計年度（2022年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 18 11 (注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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当連結会計年度（2023年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 11 4 (注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

連結子会社のうち１社において、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、１社は確定給付型企業年

金制度に加入しており、１社は従業員退職金の全額について中小企業退職金共済制度に加入しております。

なお、連結子会社が有する退職一時金制度及び確定給付型企業年金制度は、簡便法により退職給付に係る資産及び

退職給付に係る負債並びに退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

　(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債（△は退職給付に係る資産）の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

退職給付に係る負債（△は退職給付に係る資産）の

期首残高
24百万円 23百万円

連結範囲の変更に伴う増加額 － △89

退職給付費用 △1 25

退職給付の支払額 － △4

制度への拠出額 － △23

退職給付に係る負債（△は退職給付に係る資産）の

期末残高
23 △67

 

　(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

　　　産の調整表

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当連結会計年度

（2023年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 －百万円 575百万円

年金資産 － △663

 － △89

非積立型制度の退職給付債務 23 21

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23 △67

   

退職給付に係る負債 23 21

退職給付に係る資産 － △89

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23 △67

 

　(3）退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　　前連結会計年度△１百万円　　当連結会計年度25百万円

 

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額（福利厚生費）は前連結会計年度－百万円、当連結会計年度２百万円で

あります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名
（単位：百万円）

 

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

販売費及び一般管理費 0 －

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額
（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

新株予約権戻入益 0 3

(注）新株予約権戻入益は、連結損益計算書において「特別利益」の「その他」に含めております。

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

 
2019年

ストック・オプション

決議年月日 2019年８月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　３名

当社使用人　　　55名

株式の種類別のストック・オプションの数(注)１． 普通株式　246,000株

付与日 2019年８月26日

権利確定条件

権利行使時においても当社の取締役もしくは使用
人の地位にあることを要する。ただし、当社の取
締役を任期満了により退任した場合、当社の使用
人を定年退職または会社都合による退職、その他
正当な理由がある場合はこの限りでない。

対象勤務期間
自 2019年８月26日

至 2021年８月26日

権利行使期間

(注)２．

自 2021年８月27日

至 2024年８月26日

新株予約権の数（個）

(注)２．
810

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び株式数

(注)２．(注)４．
普通株式 162,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注)２． 547

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

(注)２．(注)４．

発行価格     547円

資本組入額   274円
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2019年

ストック・オプション

新株予約権の行使の条件

(注)２．

１．新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
ても当社の取締役もしくは使用人の地位にあることを要
する。ただし、当社の取締役を任期満了により退任した
場合、当社の使用人を定年退職または会社都合による退
職、その他正当な理由がある場合はこの限りでない。

２．新株予約権の相続はこれを認めない。
３．１個の新株予約権につき、一部行使はできないものと

する。

新株予約権の譲渡に関する事項(注)２．
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要す
る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
(注)２．

(注)３．

（注)１．株式数に換算して記載しております。なお、2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、分割後の株
式数に換算して記載しております。

２．当連結会計年度末における内容を記載しております。なお、有価証券報告書提出日の属する月の前月末（2023年５月31日）現在におい
て、これらの事項に変更はありません。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限
る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」
という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合
併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交
換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において
残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項
第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合に
おいては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、再編成対象会社の新株予約権
を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを
条件とする

４．2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び株式数」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されています。

 

（追加情報）
「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2)新株予約権等の状況　①ストックオプション制度の内容」に記載

すべき事項をストック・オプション等関係注記に集約して記載しております。
 

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2023年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しております。
 

①ストック・オプションの数

 2019年ストック・オプション

 権利確定前       （株）  

  前連結会計年度末 －

  付与 －

  失効 －

  権利確定 －

  未確定残 －

 権利確定後       （株）  

  前連結会計年度末 202,000

  権利確定 －

  権利行使 －

  失効 40,000

  未行使残 162,000
（注)2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、分割後の株式数に換算して記載しております。

 
②単価情報

 2019年ストック・オプション

 権利行使価格     （円） 547

 行使時平均株価   （円） －

 付与日における公正な
 評価単価         （円）

36.8

 
（注)2021年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、分割後の価格に換算して記載しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

権利確定条件等を考慮し、権利不確定による失効数を見積もっております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2023年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 25百万円 31百万円

賞与引当金 66  89

貸倒引当金 198  185

関係会社株式評価損 47  47

貸倒損失 42  42

減損損失 333  377

資産除去債務 141  166

税務上の繰越欠損金（注)１ 569  467

その他有価証券評価差額金 31  －

その他 103  32

繰延税金資産小計 1,558  1,439

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)１ △336  △232

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △760  △703

評価性引当額小計 △1,096  △935

繰延税金資産合計 462  504

繰延税金負債    

土地評価差額金 △51  △70

資産除去債務 △65  △93

固定資産売却益 △89  －

その他有価証券評価差額金 －  △153

その他 △3  －

繰延税金負債合計 △209  △318

繰延税金資産の純額 253  186

 
 （注)１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越欠
損金(※1)

11 12 22 21 － 501 569

評価性引当額 － － － △21 － △314 △336

繰延税金資産 11 12 22 － － 186 (※2)233

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 税務上の繰越欠損金569百万円について、繰延税金資産233百万円を計上しております。当該税務上の繰越

欠損金については、将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分については評価性引当額を
認識しておりません。

 
当連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越欠
損金(※1)

－ － 20 － 0 446 467

評価性引当額 － － △20 － △0 △211 △232

繰延税金資産 － － － － － 235 (※2)235

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 税務上の繰越欠損金467百万円について、繰延税金資産235百万円を計上しております。当該税務上の繰越

欠損金については、将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分については評価性引当額を
認識しておりません。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）

 

 

当連結会計年度
（2023年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

住民税均等割 3.2  1.6

評価性引当額の増減 △17.9  △9.0

組織再編による影響 △2.8  －

持分法による投資利益 △0.3  0.5

のれん償却額 1.7  2.6

繰越欠損金の期限切れ 4.1  －

親会社との税率差異 3.6  3.0

その他 1.7  △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.9  27.9
 
 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従っ

て、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2022年10月31日開催の当社取締役会において、稲葉ピーナツ株式会社（以下、「稲葉ピーナツ」といいま

す。）及び株式会社アイファクトリー（以下、「アイファクトリー」といいます。）の発行済株式の全部を取得するこ

とを決議し、株式譲渡契約を、合同会社稲葉ピーナツホールディングスと締結いたしました。なお、本株式取得に際

し、稲葉ピーナツの完全子会社である株式会社谷貝食品（以下、「谷貝食品」といいます。）は当社の孫会社になりま

す。

 

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容

稲葉ピーナツ株式会社
落花生・ナッツ・豆菓子の製造販売

ドライフルーツ類など関連商品の販売

株式会社アイファクトリー 食品・菓子・珍味類の販売

株式会社谷貝食品
世界の木の実、ドライフルーツ、落花生、チーズ、サラミ、魚介類の乾き

物の卸販売

(2)企業結合を行った主な理由

当社は食をKeyとして様々な価値を創造しお客様にお届けする事をMISSIONとして掲げ、2021年６月２日に公表

した新中期経営計画「Resilient 2021」に基づき、既存事業の効率化と成長事業・新規事業への積極的投資でグ

ループ全体の成長持続を目指しております。

本株式取得は、当社が「Resilient 2021」において示している、ビジョン「自己変革型企業群」構築の一環と

なるものです。不透明さを増す未来において新しい価値創造を続けていくために、環境適応能力と成長性を兼ね

備えた事業連合体を目指しており、「グループ拡大による多事業化」、「環境・市場対応力」、「経営人材の多

様化」を通してその実現に努めております。

稲葉ピーナツ及びアイファクトリーは、落花生・ナッツを中心に、丁寧な商品作り、新鮮さ、おいしさ、安心

をモットーとした商品作りを実践しており、弊社MISSION及び中期経営計画と合致しております。そのため、本

株式取得は当社企業価値の向上に資するものと判断しております。

(3)企業結合日

2022年12月１日（みなし取得日　2022年10月31日）

(4)企業結合の法的形式

株式取得
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(5)結合後企業の名称

変更ありません。

(6)取得した議決権比率

100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年11月１日から2023年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　現金　　　　　　4,350百万円

取得原価　稲葉ピーナツ　　　　　　　4,109百万円

　　　　　アイファクトリー　　　　　　241百万円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　166百万円

 
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額

486百万円

(2)発生原因

稲葉ピーナツ及び谷貝食品の今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3)償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1)稲葉ピーナツ

流動資産 4,013 百万円

固定資産 1,874  

資産合計 5,888  

流動負債 1,494  

固定負債 598  

負債合計 2,093  

 

(2)アイファクトリー

流動資産 241 百万円

固定資産 －  

資産合計 241  

流動負債 △0  

固定負債 －  

負債合計 △0  

 

(3)谷貝食品

流動資産 260 百万円

固定資産 174  

資産合計 434  

流動負債 102  

固定負債 117  

負債合計 220  
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７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 

（共通支配下の取引等）

当社の連結子会社である店舗流通ネット株式会社は、店舗管理サービスに関する権利義務を、2022年４月１日に新た

に設立した100％子会社（当社の孫会社）である、ＴＲＮシティパートナーズ株式会社に承継させました。

 

１．会社分割の概要

(1)対象となった事業の内容

「店舗管理サービス」

(2)企業結合日

2022年４月１日

(3)企業結合の法的形式

当社の連結子会社である店舗流通ネット株式会社を分割会社とし、新設したＴＲＮシティパートナーズ株式会社

を承継会社とする新設分割

(4)結合後の企業名称

分割会社：店舗流通ネット株式会社

承継会社：ＴＲＮシティパートナーズ株式会社

(5)その他取引の概要に関する事項

ＴＲＮシティパートナーズ株式会社に店舗管理サービスを集約することで、業務の効率化を図ることを目的とし

ております。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を取得から３～41年と見積り、割引率は0.314％から2.140％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

期首残高 375百万円 409百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 42 101

連結子会社取得に伴う増加 － 25

見積りの変更による増加額 5 8

時の経過による調整額 3 4

資産除去債務の履行による減少額 △16 △40

期末残高 409 508

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び連結子会社では、東京都その他の地域に賃貸用ビル等を有しております。前連結会計年度における当該賃貸

等不動産に関する賃貸損益は309百万円であります（賃貸収益は主に売上高に、賃貸費用は主に売上原価に計上してお

ります）。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は593百万円であります（賃貸収益は主に売上

高に、賃貸費用は主に売上原価に計上しております）。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。
 

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 5,226 9,121

 期中増減額 3,895 4,063

 期末残高 9,121 13,184

期末時価 10,212 14,681

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は不動産の取得等(3,946百万円）であり、主な減少額は不動

産の売却（6百万円）及び減価償却費（44百万円）であります。当連結会計年度の主な増加額は不動産の取得

等(4,156百万円）であり、主な減少額は不動産の売却（15百万円）及び減価償却費（78百万円）であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。その他の主な物

件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額であります。

ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えら

れる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

また、期中に新規取得した物件については、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上

額をもって時価としております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、一般消費者を対象とした「持ち帰り弁当事業」、店舗運営事業者を対象とした「店舗アセット＆

ソリューション事業」、事業会社を対象とした「物流・食品加工事業」の各種サービスを提供しております。これら

の約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識しております。

なお、持ち帰り弁当事業における加盟料収入については、加盟契約期間にわたり収益を認識しております。また、

商品販売時に他社が運営するポイントを顧客に付与した場合においては、当該他社に支払うポイント相当額を第三者

のために回収する額として収益から控除した純額を収益として認識しております。

店舗アセット＆ソリューション事業においては、顧客から受け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除

した純額で収益を認識しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1)契約負債の残高等

（単位：百万円）
 
 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

　受取手形

　売掛金

 

－

1,203

 

－

1,057

 1,203 1,057

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

　受取手形

　売掛金

 

－

1,057

 

－

2,683

 1,057 2,683

契約負債（期首残高） 69 69

契約負債（期末残高） 69 65

　契約負債は、主に加盟契約期間にわたり収益を認識するフランチャイズ加盟店とのほっかほっか亭加盟契約に

基づいて顧客から受け取った５年間分の加盟料収入の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認

識に伴い取り崩されます。

 

(2)残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社は、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当期に予

想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該履行義務は、持ち帰り弁当事

業におけるフランチャイズ加盟契約に関するものであり、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認

識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 
 前連結会計年度 当連結会計年度

１年以内 21 23

１年超２年以内 15 18

２年超３年以内 14 13

３年超 17 9

合計 69 65
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループの事業については、各事業会社の関連する事業の経済的特徴を基礎として集約した製品・サービス別

セグメントから構成されております。

　当社グループは「持ち帰り弁当事業」、「店舗委託事業」、「店舗管理事業」、「物流食品加工事業」、「仕出料

理事業」で構成されておりましたが、『稲葉ピーナツ株式会社』、『株式会社谷貝食品』、『株式会社アイファクト

リー』が2022年12月１日にグループ入りしたことで、ハークスレイグループの業容拡大に伴い、事業戦略と整合性を

取ることを目的に、報告セグメントの区分を「持ち帰り弁当事業」、「店舗アセット＆ソリューション事業」、「物

流・食品加工事業」へ変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後のセグメント区分に組み替えて作成したものを記載し

ております。

　各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。

 

　事　業　区　分 　主要な製品及び事業内容

　持ち帰り弁当事業 　弁当・惣菜製造販売・食材等の提供・ケータリングサービス

　店舗アセット＆ソリューション事業
　店舗リース等ソリューション・店舗不動産ソリューション・IT経営ソ

リューション・パーティー・イベント用品レンタル

　物流・食品加工事業 　物流センターの運営・企業向け物流等・食品加工・製菓製造・卸販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

　前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
 

持ち帰り
弁当事業

店舗アセッ
ト＆ソリュー
ション事業

物流・食品
加工事業

計

売上高       

一時点で移転される財 16,058 4,965 2,993 24,017 － 24,017

一定の期間にわたり移転される財 30 － － 30 － 30

顧客との契約から生じる収益 16,088 4,965 2,993 24,047 － 24,047

その他の収益（注）５ － 9,383 － 9,383 － 9,383

外部顧客への売上高 16,088 14,348 2,993 33,430 － 33,430

セグメント間の内部売上高又は振
替高

47 257 1,868 2,173 252 2,426

計 16,136 14,606 4,862 35,604 252 35,857

セグメント利益 406 1,868 52 2,327 252 2,580

セグメント資産 7,951 34,871 1,239 44,062 38 44,101

その他の項目       

減価償却費（注）４ 182 389 17 589 － 589

持分法適用会社への投資額 － － － － － －

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

191 4,428 26 4,646 － 4,646

 

   

 
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

売上高   

一時点で移転される財 △1,708 22,309

一定の期間にわたり移転される財 － 30

顧客との契約から生じる収益 △1,708 22,339

その他の収益（注）５ － 9,383

外部顧客への売上高 △1,708 31,722

セグメント間の内部売上高又は振
替高

△2,426 －

計 △4,134 31,722

セグメント利益 △1,484 1,095

セグメント資産 4,062 48,164

その他の項目   

減価償却費（注）４ 251 841

持分法適用会社への投資額 1,182 1,182

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

－ 4,646

 
（注） １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ支援事業であります。

２．セグメント利益の調整額△1,484百万円には、セグメント間取引消去△18百万円及び各報告セグメントに配
分していない全社費用△1,466百万円が含まれております。

　　セグメント資産の調整額4,062百万円には、セグメント間取引消去△865百万円及び各報告セグメントに配分
されていない全社資産4,928百万円が含まれております。

　　減価償却費の調整額は全社資産に係るものであります。
３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
４．減価償却費には長期前払費用の償却費が含まれております。
５．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入及び「特

別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第
15号）の対象となる不動産（不動産信託受益権を含む。）の譲渡等が含まれております。
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　当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

合計
 

持ち帰り
弁当事業

店舗アセッ
ト＆ソリュー
ション事業

物流・食品
加工事業

計

売上高       

一時点で移転される財 16,656 4,690 7,401 28,748 － 28,748

一定の期間にわたり移転される財 29 － － 29 － 29

顧客との契約から生じる収益 16,685 4,690 7,401 28,777 － 28,777

その他の収益（注）５ 1 6,833 － 6,834 － 6,834

外部顧客への売上高 16,686 11,524 7,401 35,612 － 35,612

セグメント間の内部売上高又は振
替高

112 318 1,876 2,307 481 2,788

計 16,799 11,842 9,277 37,919 481 38,401

セグメント利益 257 1,691 212 2,162 481 2,643

セグメント資産 9,408 37,466 7,957 54,832 49 54,882

その他の項目       

減価償却費（注）４ 404 433 75 913 － 913

持分法適用会社への投資額 － － － － － －

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

689 4,517 146 5,352 － 5,352

 

   

 
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

売上高   

一時点で移転される財 1 28,749

一定の期間にわたり移転される財 － 29

顧客との契約から生じる収益 1 28,778

その他の収益（注）５ － 6,834

外部顧客への売上高 1 35,613

セグメント間の内部売上高又は振
替高

△2,788 －

計 △2,787 35,613

セグメント利益 △1,183 1,460

セグメント資産 3,632 58,514

その他の項目   

減価償却費（注）４ 19 932

持分法適用会社への投資額 1,202 1,202

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額

5 5,357

 
（注） １．「その他」の区分は、報告セグメントに帰属しない事業セグメントであり、グループ支援事業であります。

２．セグメント利益の調整額△1,183百万円には、セグメント間取引消去△６百万円及び各報告セグメントに配
分していない全社費用△1,176百万円が含まれております。

　　セグメント資産の調整額3,632百万円には、セグメント間取引消去△9,234百万円及び各報告セグメントに配
分されていない全社資産12,866百万円が含まれております。

　　減価償却費の調整額は全社資産に係るものであります。
　　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は全社資産に係るものであります。
３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
４．減価償却費には長期前払費用の償却費が含まれております。
５．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入及び「特

別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第
15号）の対象となる不動産（不動産信託受益権を含む。）の譲渡等が含まれております。
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【関連情報】
前連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）
１．製品及びサービスごとの情報
　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２．地域ごとの情報
(1）売上高
　　海外売上はありませんので、該当事項はありません。

 
(2）有形固定資産
　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお
ります。

 
当連結会計年度（自2022年４月１日　至2023年３月31日）
１．製品及びサービスごとの情報
　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２．地域ごとの情報
(1）売上高
　　海外売上はありませんので、該当事項はありません。

 
(2）有形固定資産
　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお
ります。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

     （単位：百万円）

 
持ち帰り
弁当事業

店舗アセット＆
ソリューション

事業

物流・食品加工
事業

その他 全社・消去 合計

減損損失 47 15 － － － 63
 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

     （単位：百万円）

 
持ち帰り
弁当事業

店舗アセット＆
ソリューション

事業

物流・食品加工
事業

その他 全社・消去 合計

減損損失 74 9 － － － 83
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

     （単位：百万円）

 
持ち帰り
弁当事業

店舗アセット＆
ソリューション

事業

物流・食品加工
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 － 58 － － － 58

当期末残高 － 290 － － － 290
 
当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

     （単位：百万円）

 
持ち帰り
弁当事業

店舗アセット＆
ソリューション

事業

物流・食品加工
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 － 74 40 － － 114

当期末残高 － 216 445 － － 662

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

「物流・食品加工事業」において、㈱アイファクトリーの子会社化に伴い、当連結会計年度に負ののれん発生益０
百万円を計上しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の
関係会社

株式会社
ライラック

大阪市
北区

10
不動産売
買、仲介、
賃貸、管理

（被所有）
 直接 43.72

賃借料の
支払等
役員の兼務

不動産の
賃借

112 前払費用 9

保証金の
差入

1 差入保証金 39

 
当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

その他の
関係会社

株式会社
ライラック

大阪市
北区

10
不動産売
買、仲介、
賃貸、管理

（被所有）
 直接 43.72

賃借料の
支払等
役員の兼務

不動産の
賃借

98 前払費用 8

保証金の
差入

1 差入保証金 38

（注）１．賃借料及び保証金については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。
２．当該会社は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社」にも該当しております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

１株当たり純資産額 1,174.79円 1,226.10円

１株当たり当期純利益 53.17円 56.94円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －円 56.91円

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 978 1,047

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
978 1,047

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,399 18,399

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） － 8

（うち新株予約権（千株）） － （8）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

2015年８月11日取締役会決議の
新株予約権
新株予約権の個数　 180個

普通株式　　　　 36,000株

 
2019年８月７日取締役会決議の
新株予約権
新株予約権の個数　1,010個
普通株式　　　 202,000株

 
 
 
 
－
 

 

 

   
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱アニー 第１回無担保社債
2019年
３月15日

20
(10)

10
(10)

0.15 なし
2024年
３月29日

㈱谷貝食品 第１回無担保社債
2021年
５月31日

－
（－)

79
(14)

0.45 なし
2028年
５月31日

合計 － －
20

(10)
89

(24)
－ － －

 
（注）１．「当期末残高」の(　)内書は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

24 14 14 14 14

 
 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,450 3,507 0.44 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,363 1,924 0.45 －

１年以内に返済予定のリース債務 17 20 － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 12,832 18,693 0.60 2024年～2052年

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 36 38 － 2024年～2030年

その他有利子負債     

１年以内に支払予定の長期未払金 36 36 － －

長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。） 66 30 － 2024年～2025年

合計 16,800 24,249 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務及び長期未払金の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額

でリース債務及び長期未払金を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

なお、１年以内に支払予定の長期未払金及び長期未払金は、それぞれ連結貸借対照表上流動負債の「未払

金」及び連結貸借対照表上固定負債の「その他」に含めて表示しております。

３．長期借入金、リース債務及び長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返

済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,452 2,725 5,564 802

リース債務 16 8 4 3

その他有利子負債 28 1 － －

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産除去

債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 6,927 15,999 25,822 35,613

税金等調整前四半期（当期）

純利益（百万円）
187 847 1,234 1,453

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（百万円）
97 609 829 1,047

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
5.29 33.14 45.06 56.94

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
5.29 27.85 11.92 11.88
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 517 456

売掛金 ※２     60 ※２     68

原材料及び貯蔵品 0 0

未収入金 16 1

未収還付法人税等 32 12

その他 17 18

貸倒引当金 △0 －

流動資産合計 644 557

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１  1,961 ※１  1,840

構築物（純額） 14 11

機械及び装置（純額） 27 38

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品（純額） 29 23

土地 ※１  4,291 ※１  4,291

リース資産（純額） 0 0

建設仮勘定 － 55

有形固定資産合計 6,325 6,261

無形固定資産   

商標権 0 0

ソフトウエア 2 5

無形固定資産合計 2 5

投資その他の資産   

投資有価証券 1,640 1,807

関係会社株式 4,127 ※１  8,643

出資金 3 3

繰延税金資産 182 211

敷金及び保証金 41 36

その他 15 9

投資その他の資産合計 6,010 10,713

固定資産合計 12,338 16,980

資産合計 12,982 17,538
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１    300 －

１年内返済予定の長期借入金 ※１    380 ※１    787

未払金 ※２     23 ※２     45

未払費用 ※２     11 ※２     16

未払法人税等 26 35

預り金 3 0

前受収益 15 14

賞与引当金 5 8

その他 0 1

流動負債合計 766 909

固定負債   

長期借入金 ※１  1,337 ※１  5,516

長期預り保証金 31 31

資産除去債務 9 9

固定負債合計 1,379 5,557

負債合計 2,145 6,466

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,036 4,036

資本剰余金   

資本準備金 878 878

その他資本剰余金 3,041 3,041

資本剰余金合計 3,919 3,919

利益剰余金   

利益準備金 130 130

その他利益剰余金   

別途積立金 2,190 2,190

繰越利益剰余金 3,150 3,201

利益剰余金合計 5,471 5,522

自己株式 △2,494 △2,494

株主資本合計 10,933 10,984

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △102 83

評価・換算差額等合計 △102 83

新株予約権 6 2

純資産合計 10,836 11,071

負債純資産合計 12,982 17,538
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

売上高 9,326 859

売上原価   

商品及び製品期首棚卸高 656 －

当期商品仕入高 3,994 236

当期製品製造原価 896 －

合計 5,546 236

会社分割による減少 538 －

売上原価合計 5,008 236

売上総利益 4,318 623

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 174 0

貸倒引当金繰入額 △2 △0

給料及び手当 1,339 62

賞与引当金繰入額 5 8

支払手数料 ※１   781 ※１     58

地代家賃 437 9

減価償却費 170 24

修繕費 77 41

その他 1,005 191

販売費及び一般管理費合計 3,988 396

営業利益 329 227

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 ※１   119 81

投資有価証券売却益 － 46

雑収入 52 12

その他 － 0

営業外収益合計 171 141

営業外費用   

支払利息 7 10

支払手数料 － 44

貸倒引当金繰入額 0 －

訴訟関連費用 4 －

雑損失 5 15

営業外費用合計 18 70

経常利益 483 297

特別利益   

固定資産売却益 ※２    0 ※２     0

新株予約権戻入益 0 3

特別利益合計 0 3

特別損失   

固定資産売却損 ※３    1 －

固定資産除却損 ※４    2 －

固定資産圧縮損 1 －

特別損失合計 4 －

税引前当期純利益 479 301

法人税、住民税及び事業税 25 21

法人税等調整額 △226 △66

法人税等合計 △200 △44

当期純利益 679 345
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,036 878 3,041 3,919 130 2,190 2,544 4,865 △2,494 10,327

当期変動額           

剰余金の配当       △73 △73  △73

当期純利益       679 679  679

自己株式の取得           

自己株式の処分           

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － － 605 605 － 605

当期末残高 4,036 878 3,041 3,919 130 2,190 3,150 5,471 △2,494 10,933

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 2 2 5 10,336

当期変動額     

剰余金の配当    △73

当期純利益    679

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△105 △105 0 △105

当期変動額合計 △105 △105 0 500

当期末残高 △102 △102 6 10,836
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当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 4,036 878 3,041 3,919 130 2,190 3,150 5,471 △2,494 10,933

当期変動額           

剰余金の配当       △294 △294  △294

当期純利益       345 345  345

自己株式の取得         △0 △0

自己株式の処分         0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － － 51 51 △0 51

当期末残高 4,036 878 3,041 3,919 130 2,190 3,201 5,522 △2,494 10,984

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 △102 △102 6 10,836

当期変動額     

剰余金の配当    △294

当期純利益    345

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

186 186 △3 183

当期変動額合計 186 186 △3 234

当期末残高 83 83 2 11,071
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　８～50年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

（3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

当社の主な収益は不動産の賃貸等による収益及び子会社からの経営指導料となります。不動産の賃貸等によ

る収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に従い、その発生期間に賃貸収益を認識

しております。経営指導料においては、子会社との契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であ

り、受託業務を実施した時点で履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で収益を認識してい

ます。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる財務諸表に与える影響はありません。

 

（表示方法の変更）

前事業年度において、「販売費および一般管理費」の「その他」に含めていた「修繕費」は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の

組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示していた1,083百万円

は、「修繕費」77百万円、「その他」1,005百万円として組み替えております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

連結財務諸表「注記事項　追加情報　（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）」に記載してい

るため、注記を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

建物 1,634百万円 1,541百万円

土地 3,324 3,138

関係会社株式 － 4,275

計 4,958 8,955

 

　　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

短期借入金 300百万円 －百万円

１年内返済予定の長期借入金 233 543

長期借入金 553 4,276

計 1,086 4,819

 

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

流動資産   

　売掛金 59百万円 68百万円

流動負債   

　未払金 19 36

　未払費用 0 1

 

　３　保証債務

　　　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

店舗流通ネット㈱ 177百万円 －百万円

㈱味工房スイセン 50 50

㈱ほっかほっか亭総本部 1,615 819

計 1,843 869
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

売上高 675百万円 785百万円

支払手数料 735 7

受取配当金 99 －

 

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物 0百万円 0百万円

構築物 0 －

工具、器具及び備品 0 －

計 0 0

 

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物 1百万円 －百万円

計 1 －

 

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

建物 0百万円 －百万円

構築物 0 －

工具、器具及び備品 0 －

電話加入権 0 －

解体・撤去に係る費用 2 －

その他 0 －

計 2 －

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がないため、時価を記載しておりません。

なお、市場価格がない子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

子会社株式 4,073 8,589

関連会社株式 54 54
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2022年３月31日）
 

当事業年度
（2023年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 －百万円 10百万円

賞与引当金 1  2

貸倒引当金 0  －

関係会社株式評価損 2,580  2,551

減損損失 198  197

資産除去債務 3  2

税務上の繰越欠損金 283  235

その他有価証券評価差額金 31  －

その他 17  17

繰延税金資産小計 3,116  3,017

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △103  －

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,825  △2,767

評価性引当額小計 △2,929  △2,767

繰延税金資産合計 187  250

繰延税金負債    

未収事業税 △3  －

資産除去債務 △1  △1

その他有価証券評価差額金 －  △36

繰延税金負債合計 △4  △38

繰延税金資産の純額 182  211

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2022年３月31日）
 

当事業年度
（2023年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6  0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.8  △1.7

住民税均等割 5.5  0.5

評価性引当額の増減 △69.9  △43.3

組織再編による影響 △7.5  －

その他 3.6  △1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △41.9  △14.8

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会

計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計

処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（収益認識関係）

連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期
末残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 4,382 6 22 4,366 2,526 119 1,840

構築物 180 － 0 179 167 2 11

機械及び装置 555 28 2 581 543 17 38

車両運搬具 7 － － 7 6 0 1

工具、器具及び備品 139 － 7 132 108 5 23

土地 4,291 － － 4,291 － － 4,291

リース資産 50 － － 50 50 － 0

建設仮勘定 － 55 － 55 － － 55

有形固定資産計 9,606 90 32 9,664 3,402 146 6,261

無形固定資産        

商標権 0 － 0 0 0 0 0

ソフトウエア 3 5 － 9 3 1 5

無形固定資産計 4 5 0 9 3 1 5

（注）当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

建物
増加額（百万円） 工場・倉庫の改修 6

減少額（百万円） 店舗の売却 7

機械及び装置 増加額（百万円）
本社ビル設備の改修 27

工場・倉庫の改修 1

建設仮勘定 増加額（百万円） 事務所建物の新築工事 55

ソフトウエア 増加額（百万円） 固定資産システムの入替 5

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 0 － － 0 －

賞与引当金 5 12 9 － 8

（注）引当金の計上理由及び額の算定方法については、「第５経理の状況　２．財務諸表等（１）財務諸表 注記事項

　　（重要な会計方針）」に記載のとおりであります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ハークスレイ(E03294)

有価証券報告書

 91/100



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 自　４月１日　至　３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他のや

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

https://www.hurxley.co.jp/kessan/index.html

株主に対する特典

毎年３月の各末日の株主名簿に記載または記録された

300～600株未満を保有する株主に対し、QUOカード500円分

600～1,000株未満を保有する株主に対し、

　　　　　　　　　　　QUOカード　500円分、楽天ポイント　300ポイント

1,000～2,000株未満を保有する株主に対し、

　　　　　　　　　　QUOカード　1,000円分、楽天ポイント　500ポイント

2,000株以上を保有する株主に対し、

　　　　　　　　　　QUOカード　2,000円分、楽天ポイント　500ポイント

 

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の買増請求をする権利

以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第44期）（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）2022年６月23日近畿財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2022年６月23日近畿財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

（第45期第１四半期）（自 2022年４月１日　至 2022年６月30日）2022年８月10日近畿財務局長に提出。

（第45期第２四半期）（自 2022年７月１日　至 2022年９月30日）2022年11月14日近畿財務局長に提出。

（第45期第３四半期）（自 2022年10月１日　至 2022年12月31日）2023年２月14日近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

2022年６月23日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会

における議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

2022年10月31日近畿財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び８号の２

（特定子会社の異動を伴う子会社取得）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5) 臨時報告書の訂正報告書

2022年６月30日近畿財務局長に提出。

2022年６月23日提出の臨時報告書（株主総会における議決権行使の結果）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2023年６月19日

株式会社ハークスレイ   

 取締役会　御中  

 

 協立神明監査法人  

 大阪事務所  

 

     

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 公江　正典  

     

 業務執行社員  公認会計士 鈴木　　宏  

     

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ハークスレイの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ハークスレイ及び連結子会社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、投資回収が見込めなくなったことから、持ち帰

り弁当事業及び店舗アセット＆ソリューシ ョン事業の有

形固定資産（主として店舗）について83百万円の減損損失

を計上している（連結財務諸表注記（連結損益計算書関

係）及び（セグメント情報等）【報告セグメントごとの固

定資産の減損損失に関する情報】参照）。

会社は、減損の兆候があると判定された資産又は資産グ

ループについて、将来キャッシュ・フローを見積ることに

より減損損失の認識の判定を実施している。

当該有形固定資産の減損の判定プロセスは、各店舗の営

業継続期間及び将来の収益性又はキャッシュ・フローにつ

いての経営者の予測や期待において主観的な判断を伴うも

のである。

当該有形固定資産の減損の判定プロセスは、財務諸表へ

の潜在的な影響が大きく、経営者による仮定と判断を伴う

ものであり、監査上の検討において高度な判断を要するこ

とから、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項

に相当すると判断した。

当監査法人は、持ち帰り弁当事業及び店舗アセット＆ソ

リューション事業の有形固定資産に係る減損が適切に認識

されているかを検討するために、以下の手続を実施した。

・会社が作成した減損の兆候判定資料を入手し、判定方

法について理解するとともに、兆候がある資産に漏れ

がないかの検討を実施した。

・減損の兆候が識別された資産について、会社が作成し

た減損損失の認識判定資料を入手し、資料に記載され

ている帳簿価額及び基礎データを根拠資料と突合し

た。

・減損の兆候が識別された資産について、帳簿価額と割

引前将来キャッシュ・フローの合計額の比較を行っ

た。

・会社が算定した割引前将来キャッシュ・フローの重要

な仮定である売上高について、経営者によって承認さ

れた予算書と照合を行うとともに、その信頼性を検証

するため、過年度計画額と実績との乖離について検討

した。

・評価に影響する事象を把握するために、取締役会等各

種会議体の議事録の閲覧及び経営者とのコミュニケー

ションを通じ、把握された事象と減損判定に齟齬がな

いか検討した。

新規取得に伴うのれんの計上額の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

「注記事項（企業結合等関係）」に記載されているとお

り、会社は2022年12月に合名会社稲葉ピーナツホールディ

ングスより、稲葉ピーナツ株式会社及び株式会社アイファ

クトリーの全株式を取得し、稲葉ピーナツの完全子会社で

ある株式会社谷貝食品を合わせた3社を新たに連結子会社

としている。

当該取得による企業結合により、取得対価4,350百万円

に対して486百万円ののれんが発生しており、連結財務諸

表において重要性があると考えられる。

発生したのれんの償却期間の決定においては、会社は将

来の事業計画に基づいた投資回収期間を総合的に勘案し、

その効果が及ぶ期間について５年間と見積り均等償却を

行っている。

取得した識別可能な資産及び引き受けた負債について

は、活発な市場が存在しないことから、その時価の測定方

法の選択や使用した前提には経営者の判断が重要な影響を

及ぼすと考えられる。

以上より、当監査法人は、新規取得に伴うのれんの計上

額及び償却期間の妥当性が、監査上の検討において特に重

要と考え、監査上の主要な検討事項に該当すると判断し

た。

当監査法人は、当該新規取得に伴うのれんの計上額の妥

当性を評価するため、主に以下の手続を実施した。

 

・取締役会議事録及び契約書等の関連資料を閲覧し、株

式取得の目的と交渉過程及び今後の事業方針を把握し

た。

・会社が採用した当該株式の取得価額の算定方法を評価

した。

・会社が利用した財務デューデリジェンス報告書を閲覧

して、被買収会社の概要を把握した。

・被買収会社の識別可能資産及び負債に関する各種証憑

との突合を実施し、個別修正の要否について検討し

た。

・経営者が算定した時価について課税明細等の根拠資料

と照合した。

・財務諸表の開示について、企業結合に関する会計基準

に基づいているか検証した。

・のれんの償却期間について、効果の発現する期間を適

切に見積り、償却年数を決定されていることを確かめ

るため、将来の事業計画を基礎として算出された投資

の回収期間等の根拠資料を閲覧した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表
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が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ハークスレイの

2023年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ハークスレイが2023年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   2023年６月19日

株式会社ハークスレイ   

 取締役会　御中  

 

 協立神明監査法人  

 　大阪事務所  

 

     

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 公江　正典  

     

 業務執行社員  公認会計士 鈴木　　宏  

     

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ハークスレイの2022年４月１日から2023年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ハークスレイの2023年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

当監査法人は、監査報告書において報告すべき監査上の主要な検討事項はないと判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 
　（注）　１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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